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序章 戸田市立地適正化計画の概要 

 

１ 戸田市の特徴 

本市は、埼玉県の南東部に位置し、江戸時代には荒川

を渡る中山道の「戸田の渡し」が設置され、交通の要衝

として栄えました。現在は JR埼京線、首都高速５号池

袋線、東京外かく環状道路のほか、近隣には JR京浜東

北線をはじめとする交通網を有していることから、都心

等への広域移動に適しています。その特徴をいかし、印

刷関連業、流通関連業をはじめとする産業活動が活発で

あり、近年では、住宅都市としても成長しています。ま

た、1964 年の東京オリンピックのボート競技会場となっ

た戸田ボートコースや荒川、彩湖・道満グリーンパーク

のような豊かな水と緑に恵まれ、都市的環境と自然的環

境の両方を有しています。 

また、人口については、1985 年に JR 埼京線が開通し

たことにより、現在も増加傾向にあります。また、平均

年齢が 40.0 歳（2018 年１月１日時点）と 22 年連続で県

内一若いという特徴を有しています。 

このように、本市は地の利と人の利に恵まれた、将来

にわたって活力を持続できる可能性の高い都市です。 

 

２ 計画策定の背景及び目的 

（１）計画策定の背景 

全国的な少子高齢化の進展により、これまで増加してきた日本の総人口は減少へと転換し、

人口減少及び高齢化は、今後も続くと予測されています。 

そのような中で、現状の人口維持を前提としてつくられた多くの都市機能は、これからも市

民生活を支え続けなければなりません。 

もし、これらの変化への対応を講じなければ、現在の人口規模に応じて成り立っている生活

利便施設（医療・福祉施設、商業施設、行政施設等）や公共交通の利用者数が減少してしまう

ことになります。その結果、サービスの維持が難しくなり、施設の撤退や交通路線の縮小・廃

止、さらには生活利便性の低下、住環境の悪化につながることが懸念されます。 

そこで、その対応策として国の各省庁が連携を図る中で、2014 年８月に都市再生特別措置法

が改正され、市町村が都市全体の観点から作成する、居住機能や医療・福祉、商業、行政等の

都市機能の立地、公共交通の充実等に関する包括的なマスタープランとして立地適正化計画が

新たに制度化されました。 

この立地適正化計画は、急激に変化する社会経済情勢を踏まえ、住環境や生活利便性に着目

戸田市の位置 

戸田の渡し 
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し、誰も生活に必要ながサービスを受けやすくなるよう、長期的視点で人口密度の維持を図る

とともに、急激な人口構成の変化にも柔軟に対応できる、持続可能な利便性の高い都市構造を

目指すものです。 

 

（２）計画策定の目的 

全国的な人口減少や高齢化に対し、本市において人口は増加傾向にありますが、将来的には

減少に転じ、既に始まっている高齢化についても今後、急速に進行していくことが予測されて

います。 

一方で、市街地の空洞化、公共交通の撤退等の重大な問題にはまだ直面していません。 

このように本市において当面の間は、人口変動等により直ちに都市機能が維持できなくなる

ことはないと考えられますが、将来的には全国と同様に、高齢化の進行と人口減少の負の連鎖

により、まちの衰退化、交通弱者の増加等につながるおそれがあります 

また、持続可能な都市の実現には長い時間を要することから、状況が悪化してから対応をす

るのではなく、今から人口減少・超高齢社会の到来に備える必要があると考えます。 

そこで、緩やかに居住機能や都市機能を適正に誘導することにより、住環境及び生活利便性

の維持・向上を図るため、戸田市立地適正化計画を策定します。 

 

    全国の人口動向（1980 年～2060 年）    戸田市の人口動向（1980 年～2060 年） 

 

 

 

     全国の年齢３区分別人口構成比率     戸田市の年齢３区分別人口構成比率 

 

  

78 77

88
97

108
117

122

134 137 140 142 142 142 141 138 135 131

0

20

40

60

80

100

120

140

160
（千人）

117 121 124 126 127 128 128 127 124 121
117

112
107

102
97

92
87

0

20

40

60

80

100

120

140

160
（百万人）

23.5%

21.5%

18.2%

16.0%

14.6%

13.8%

13.2%

12.6%

11.7%

11.0%

10.3%

10.1%

10.0%

9.9%

9.7%

9.4%

9.1%

67.4%

68.2%

69.7%

69.5%

68.1%

66.1%

63.8%

60.7%

59.2%

58.7%

58.1%

56.6%

53.9%

52.4%

51.5%

51.2%

50.9%

9.1%

10.3%

12.1%

14.6%

17.4%

20.2%

23.0%

26.6%

29.1%

30.3%

31.6%

33.4%

36.1%

37.7%

38.8%

39.4%

39.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1980年

1985年

1990年

1995年

2000年

2005年

2010年

2015年

2020年

2025年

2030年

2035年

2040年

2045年

2050年

2055年

2060年

15歳未満 15～64歳 65歳以上

25.9%

21.4%

17.2%

16.3%

16.4%

16.2%

15.2%

14.5%

13.8%

13.0%

12.2%

11.9%

11.8%

11.6%

11.3%

11.0%

10.8%

69.3%

72.6%

76.2%

76.1%

74.2%

71.8%

70.4%

68.4%

67.8%

67.6%

66.2%

63.5%

60.1%

58.6%

57.8%

57.5%

57.5%

4.8%

6.0%

6.6%

7.6%

9.5%

12.0%

14.4%

17.1%

18.4%

19.4%

21.6%

24.6%

28.1%

29.8%

30.9%

31.5%

31.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1980年

1985年

1990年

1995年

2000年

2005年

2010年

2015年

2020年

2025年

2030年

2035年

2040年

2045年

2050年

2055年

2060年

15歳未満 15～64歳 65歳以上

国勢調査（各年、総務省）、日本の将来推計人口（平

成 24 年１月推計、国立社会保障・人口問題研究所）

を基に作成 

戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビ

ジョン（平成 27 年 10 月、戸田市）を基に作成 

国勢調査（各年、総務省）、日本の将来推計人口（平

成 24 年１月推計、国立社会保障・人口問題研究所）

を基に作成 

戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口

ビジョン（平成 27 年 10 月、戸田市）を基に作成 
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３ 計画の必要性 

今後の都市環境の変化に対するシナリオとして、次のＡ・Ｂ、２つのパターンが考えられま

すが、それぞれのシナリオの結果としてもたらされる将来の都市の姿から、都市環境の変化に

対応した都市づくり（パターンＢ）を進めていくことが必要であると言えます。 

パターンＡ 都市環境の変化に対応しなかった場合 

 

パターンＢ 都市環境の変化に対応した都市づくりを進めた場合 

  

税収が減少する 

社会保障費が増大する 

投資的経費等が減少し財政

が硬直化する 

公共施設の維持や行政サー

ビスの提供が全ての施設や

エリアを対象とすることが

できなくなる 

公共施設 

既存の住宅が余る 

空き家や空き地が増加する 

管理が不十分な空き家や空

き地により地域環境に悪影

響が及ぶ 

住宅 

交通弱者が増加する 

生活利便施設の利用率が低

下する 

生活利便施設や公共交通の

維持が困難になる 

生活利便施設や公共交通が

縮小する 

公共交通・生活利便施設 

今後想定される

都市環境の変化 

都市環境や市街

地への影響 

将来の都市の姿 

高齢化が急速に進み、さらに人口が 2035 年以降減少に転じる 

生活利便性の低下及び住環境の悪化による更なる人口減少 

民 官 

税収が減少する 

社会保障費が増大する 

公共施設の集約化と役割に

応じた適正な配置を行う 

各地域で一定の行政サービ

ス水準が維持される 

公共施設 

既存の住宅が余る 

地域特性に応じた住宅ストッ

クの活用促進と新規立地の誘

導を行う 

ライフスタイルやライフス

テージに応じた暮らしを支

える住環境が形成される 

住宅 

交通弱者が増加する 

生活利便施設の利用率が低

下する 

 

都市機能の集約化と配置の

適正化、公共交通の適正化

を行う 

各地域で一定の生活利便性

が確保される 

公共交通・生活利便施設 

今後想定される

都市環境の変化 

変化に対応した

取組とそれらが

都市環境や市街

地に及ぼす効果 

 

将来の都市の姿 
一定の人口密度を有した市街地を維持しつつ都市の 

強みをいかした持続可能な都市環境が形成される 

民 官 

立地適正化計画に

おける対応 

高齢化が急速に進み、さらに人口が 2035 年以降減少に転じる 
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４ 計画の位置づけ 

（１）計画の定義 

立地適正化計画は、都市再生特別措置法第 81 条第１項※１に基づくものであり、人口減少及び

高齢化に備えた住環境及び生活利便性の維持・向上のため、住宅や生活利便施設の適正な立地

について、公共交通の充実と併せて実現させるためのものです。 

（２）上位・関連計画等との関係 

立地適正化計画は、都市全体を見渡すマスタープランとして、都市再生特別措置法第 82条※２

に基づき、都市マスタープランの一部とみなされます。 

また、立地適正化計画は戸田市第４次総合振興計画や戸田都市計画都市計画区域の整備、開

発及び保全の方針に即するとともに、都市基盤整備に関するものに限らず、県や市の様々な関

連計画と整合を図る必要があります。 

 

戸田市立地適正化計画における主な上位・関連計画等との関係 

 

 

 

戸田市が定めるもの 埼玉県が定めるもの 

都市計画区域の 

整備、開発及び 

保全の方針 

戸田市総合振興計画 

個別都市計画 
・用途地域 
・高度地区 
・地区計画等 

関連計画 

戸田市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

誘導施策・事業 

戸田市都市 

マスタープラン 

立地適正化計画 

即する 

整合 

即する 
即する 

即する 

展開 

戸田市公共施設等総合管理計画

及び戸田市公共施設再編プラン 

戸田市子ども・子育て 

支援事業計画 

その他各分野計画 

整合 

 

戸田市高齢者福祉計画・ 

介護保険事業計画 

関連計画 

埼玉県地域保健 

医療計画 

（地域医療構想） 

その他各分野計画 

埼玉県住生活 

基本計画 

 

※１ 都市再生特別措置法第 81 条（抜粋） 

第八十一条 市町村は、都市計画法第四条第二項に規定する都市計画区域内の区域について、都市再生基

本方針に基づき、住宅及び都市機能増進施設（医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の

共同の福祉又は利便のため必要な施設であって、都市機能の増進に著しく寄与するものをいう。以下同

じ。）の立地の適正化を図るための計画（以下「立地適正化計画」という。）を作成することができる。 
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５ 計画の構成 

立地適正化計画はおおむね次の項目で構成されます。 

都市マスタープランと共通

する事項 

○都市の現状及び課題 

○まちづくりの目標及び方針並びに目指すべき都市の骨格構造 

立地適正化計画で独自に定

める事項 

○課題解決のための施策・誘導方針 

○誘導区域、誘導施設及び誘導施策※ 

○計画目標値の設定及び施策の達成状況に関する評価方法 

 

※誘導区域には、居住誘導区域と都市機能誘導区域があり、誘導施策を実施することによっ

て居住誘導区域には住宅を、都市機能誘導区域には誘導施設として定められた生活利便

施設を誘導します。 

・居住誘導区域：人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度を維持することに

より、生活利便サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき

区域です。居住誘導区域は、市街化区域内に設定することができます。 

・都市機能誘導区域：商業、医療・福祉等の生活利便施設を都市の中心拠点や地域拠点に

誘導・集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域です。都

市機能誘導区域は、居住誘導区域内において設定することが出来ます。 

・誘導施設：都市機能誘導区域内において、誘導・維持すべき商業、医療・福祉等の生活

利便施設のうち、広域からの利用が見込まれる施設です。 

 

出典：改正都市再生特別措置法等について（平成 27 年６月１日時点、国土交通省都市局都市計画課） 

 

 

 

※２ 都市再生特別措置法第 82 条 

第八十二条 前条第二項第一号に掲げる事項が記載された立地適正化計画が同条第十五項（同条第十六項

において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該事項は、都市計画法第十八条の二

第一項の規定により定められた市町村の都市計画に関する基本的な方針の一部とみなす。 
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６ 立地適正化計画に基づく取組 

都市環境の変化に対応した都市づくりを進めていくに当たり、立地適正化計画において居住

誘導区域及び都市機能誘導区域を定め、届出・勧告に基づく土地利用の緩やかなコントロール

を行うとともに、それぞれの区域において各種の実効性のある具体的な施策を講じます。これ

により官民連携の都市づくりの取組が進みます。 

 

 

 

  

 

公共施設の集約化と役

割に応じた適正な配置 

公共施設 

 

地域特性に応じた住宅

ストックの活用促進と

新規立地誘導 

住宅 

【居住誘導区域】 

 

都市機能の集約化と適

正な配置、公共交通の 

適正化 

公共交通・生活利便施設 

【都市機能誘導区域】 

都市機能を誘導する 

区域・誘導施設の指定 
 

 

 

 

 

・区域外における誘導施

設の整備に対して届出

対象化 

・必要な勧告 

・土地の取得のあっせん

等 

 

【国が実施する施策】 

・誘導施設に対する税制上の特例措置 

・民間都市開発推進機構による金融上の支援措置 

【市が実施する施策】 

〈国の支援を受けた施策〉 

・誘導施設の整備 

・歩行空間の整備 

・民間事業者による誘導施設の整備に対する支援 

〈独自施策〉 

・民間事業者に対する誘導施設の運営費用の支援 

・市が保有する不動産の有効活用施策 

・誘導施設の建替え等のための容積率等の緩和

（特定用途誘導地区） 

居住を誘導する 

区域の指定 
 

 

 

 

 

・区域外における一定規

模以上の住宅開発等の

届出対象化 

・必要な勧告 

・土地の取得のあっせん

等 

【市が実施する施策】 

〈国の支援を受けた施策） 

・居住者の利便の用に供する施設の整備（道路

整備 等） 

〈独自施策） 

・居住誘導区域内の住宅の立地に対する支援

（家賃補助、住宅購入費補助 等） 

・基幹的な公共交通網のサービスレベルの確保

のための施策 

・居住誘導区域外の居住者を居住誘導区域に誘

導するための措置（災害リスクの提示 等） 

区域外の居住の緩やかな

コントロール 

（届出・勧告） 

区域外の都市機能の緩や

かなコントロール（届出・

勧告） 

［基本的な施策］ ［その他の施策例］ 

【各分野の施策】 

・医療、福祉、子育て、教育、産業、環境、シ

ティセールス 等 

［基本的な施策］ ［その他の施策例］ 

【各分野の施策】 

・医療、福祉、子育て、教育、産業、環境、シ

ティセールス 等 

都市づくりの方向性の明示や民間開発への支援により

民間投資が誘発され、官民連携の取組が進む 

都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

立
地
適
正
化
計
画
（
５
年
ご
と
の
評
価
を
基
に
見
直
し
） 

基本的な考え方 

施策の根拠 

実効性のある 

具体的な施策 
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７ 計画の対象区域 

立地適正化計画の対象区域は、戸田都市計画区域（市全域）とします。 

 

計画の対象区域 

 

 

８ 計画の期間 

立地適正化計画は、おおむね 20 年後の都市を展望しつつ、さらにその先も考慮するものとしま

す。計画の期間は、当初策定時である 2019 年から 2038 年とします。 

なお、人口分析において使用する各種データの基準年次を 201 年としているため、20 年後の将

来予測年次を 2035 年とします。 

また、計画の期間中は、おおむね５年ごとに計画目標の達成状況を評価し、その結果や戸田市

都市計画審議会における意見を踏まえ、必要に応じて、適切に立地適正化計画や関連する都市計

画の見直しを行います。 

  

計画の対象区域： 

戸田都市計画区域 
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第１章 都市の現状及び課題 

 

１ 人口の将来見通し 

人口は、都市のあり方を考える上で欠かせない構成要素です。そこで、本市の現在までの人口

動向や、これまでの動向等を踏まえた将来の人口、年齢構成の推計に関する整理を行います。 

 

（１）人口推移及び将来推計 

本市の人口は、継続的に増加傾向で推移してきており、戸田市まち・ひと・しごと創生

総合戦略に係る人口ビジョン（以下「人口ビジョン」といいます。）によるベース推計で

は、2035 年に約 142 千人に達し、その後、緩やかに減少に転じ、2060 年には約 131 千人と

現在の人口を下回ると予測されています。 

 

図１－１ 人口の将来推計（人口ビジョン・ベース推計） 

 
戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン（平成 27 年 10 月、戸田市）を基に作成 
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図１－２ 年齢３区分別・人口構成率の推移（人口ビジョン・ベース推計） 

 

戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン（平成 27 年 10 月、戸田市）を基に作成 
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（２）将来人口の分布状況等 

【推計方法】 

本市の将来人口分布について、市域がコンパクトであることを考慮し、100m メッシュ単位

で予測しました。 

 

【総人口の分布状況等】 

人口分布の現状及び将来推計を見ると、2015 年及び 2035 年は、共通して市の東部におい

て人口密度の高い地域が分布していますが、市全体の人口が減少に転じた後となる 2060 年

においても、200 人/ha 以上の地域が分布しています。 

人口動向については、2015 年から 2035 年にかけて市内の多くの地域で増加傾向を示しま

すが、大半の地域で増加数は 40 人/ha 未満となっています。減少傾向にある地域は、喜沢１

丁目、喜沢南２丁目、早瀬、笹目５～８丁目、美女木４丁目等となっています。 

2015 年において、人口集中地区※（DID）の設定基準のひとつである 40 人／ha を下回って

いる地域は、その多くが 2035 年あるいは 2060 年においても 40 人/ha を下回っており、依然

人口密度が低い状況となっています。このうち、人口密度が 20人/ha 未満の地域は、早瀬、

笹目、美女木、新曽の一部地域等に分布していますが、2035 年あるいは 2060 年においても、

大きく増加はしていません。 

人口密度が低い地域については、工業系用途が中心であるため居住人口が少ないこと、土

地区画整理事業が施行中の地区であることなどが要因として考えられ、後者については、今

後土地区画整理事業が進めば、当面の間は人口が増加することが見込まれます。 

※人口集中地区：人口密度が 40 人/ha 以上の基本単位区（国勢調査の最小集計単位）等が互いに隣接して、

その区域における人口の合計が 5,000 人以上である地区のことををいいます。 
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図１－３ 総人口分布の状況（2015 年） 

 

国勢調査（平成 27 年、総務省）を基に作成 

 

 

図１－４ 総人口分布の状況（2035 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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図１－５ 総人口分布の状況（2060 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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図１－６ 2015 年から 2035 年の総人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

 

図１－７ 2015 年から 2060 年の総人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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【15歳未満人口の分布状況】 

15 歳未満の人口は、2015 年において市内の大半の地域で 10 人/ha 以上となっており、下

前、上戸田の一部などでは 60 人/ha 以上に達しています。2035 年においては、60 人/ha 以

上の地域は減少していますが、2015 年とおおむね同様の傾向となっています。2060 年は 40

人/ha 以上の地域が減り、15歳未満人口の減少が進行していく状況が伺えます。 

人口動向については、2015 年から 2035 年にかけて、喜沢、下前、上戸田、新曽南、早瀬、

氷川町、笹目、美女木の一部地域で減少傾向であり、特に下前では、40人/ha 以上減少する

ことが予測されており、2015 年から 2060 年にかけては、本町、上戸田など一部の地域を除

いて、多くの地域で減少に転じています。 

 

図１－８ 15 歳未満人口分布の状況（2015 年） 

 

国勢調査（平成 27 年、総務省）を基に作成 
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図１－９ 15 歳未満人口分布の状況（2035 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

 

図１－10 15 歳未満人口分布の状況（2060 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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図１－11 2015 年から 2035 年の 15歳未満人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

 

図１－12 2015 年から 2060 年の 15歳未満人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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【15～64 歳人口の分布状況】 

15～64 歳人口は、2015 年において早瀬、氷川町、笹目など一部の地域を除き 20 人/ha 以

上となっており、国道 17号以東を中心に 150 人/ha 以上となっている地域も見られます。 

2035 年においてもほぼ同様の分布傾向であり、相対的に市の東部での人口密度が高くなっ

ています。2060 年においては、50 人/ha 以上の地域が減少し、美女木などでは 20 人/ha 未

満の地域が増加しています。 

人口動向については、2015 年から 2035 年にかけて、新曽を中心として 15～64 歳人口が増

加し、下前の一部では 40 人/ha 以上の増加が見られます。その他、市の東西で 15～64 歳人

口が減少している地域が広がっています。2015 年から 2060 年にかけては、市の大半の地域

で 15～64 歳人口は減少しており、喜沢、下戸田、上戸田、笹目などでは 20 人/ha 以上の減

少傾向を示す地域も広がっています。 

 

図１－13 15～64 歳人口分布の状況（2015 年） 

 

国勢調査（平成 27 年、総務省）を基に作成 
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図１－14 15～64 歳人口分布の状況（2035 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

 

図１－15 15～64 歳人口分布の状況（2060 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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図１－16 2015 年から 2035 年の 15～64 歳人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

 

図１－17 2015 年から 2060 年の 15～64 歳人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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【65歳以上人口の分布状況】 

65 歳以上の人口は、2015 年において、国道 17 号以東で 40 人/ha 以上の地域が分布してい

ますが、そのほかの多くの地域では 10人/ha 人未満、あるいは 10～20 人/ha となっており、

現時点では高齢化がそれほど進んでいない地域が多くなっています。2035 年には、本町など

埼京線西側の地域にも 40人/ha 以上の地域が多くなる一方で、早瀬、氷川町、笹目、美女木

などの一部の地域においては、10人/ha 未満となっています。2060 年には、本町から新曽に

かけての一帯でも 60 人/ha 以上の地域が多くなり、高齢化の進行が市全域に拡大している状

況が伺えます。 

人口動向については、2015 年から 2035 年にかけて、喜沢南や早瀬の一部などを除く市の

大半の地域で増加傾向を示しており、特に上戸田、下前、本町の一部では 40 人/ha 以上の増

加となっています。 

また、2015 年から 2060 年にかけては、上戸田、下前、本町の一部をはじめとした多くの

地域で増加傾向が強くなっていますが、笹目７、８丁目など減少に転じた地域も見られます。 

 

図１－18 65 歳以上人口分布の状況（2015 年） 

 

国勢調査（平成 27 年、総務省）を基に作成 
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図１－19 65 歳以上人口分布の状況（2035 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

 

図１－20 65 歳以上人口分布の状況（2060 年） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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図１－21 2015 年から 2035 年の 65歳以上人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

 

図１－22 2015 年から 2060 年の 65歳以上人口増減数 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 
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２ 現状及び課題 

本市の現状と課題について、次に示す分類に基づき整理します。 

現状及び課題 分類一覧 

（１）人口動向 

（２）市街地整備 

（３）住宅 

（４）商業 

（５）工業 

（６）医療・福祉・子育て 

（７）教育 

（８）交通 

（９）公共施設 

（10）防災 

（11）環境 

（12）都市活動 

（13）財政 

 

（１）人口動向 

現状 課題 

○将来人口について、人口ビジョン（ベース

推計）においては、2035 年まで増加し、そ

の後減少に転じることが予測されていま

す。 

○人口増加により、今後教育、福祉等の公共

サービスのほか、住環境整備等に対する市

の支出が更に増加する可能性がある中で、

将来的な人口減少を見据えた、長期的な計

画に基づく対応策を講じる必要がありま

す。 

○現在は転入超過の状況であり、10 代後半か

ら 30代までを中心に転入者と転出者が多い

状況にあります。 

○人口ビジョン（ベース推計）では、本市に

おける 2035 年の高齢化率は、約 25％にな

ると予測されていますが、平均年齢は県内

一低いことから、相対的に若い都市である

と言えます。 

○今後も引き続き、転入超過による人口増加

が予測されますが、転入者が減少し、転出

超過が続くと人口減少につながることが考

えられるため、転出超過を抑制するための

対策を講じる必要があります。 

○今後は 15 歳未満の人口が減少し、また 65

歳以上の人口が急速に増加することが予測

されていることから、急速な高齢化への対

応策を講じる必要があります。 

○本市の DID 人口密度は、県内で８番目に高

く、100 人/ha を超えています。 

○人口分布は、相対的に市の東部において多

い一方で、西部において少ない状況にあり

ます。 

○人口分布の偏りは、今後更に強まっていくこ

とが予想され、生活利便施設等から受けられ

るサービスレベルについて地域間格差が拡

大していく可能性があることから、公共交通

等を活用することにより、誰もが等しくサー

ビスを受けることができるような対応策を

講じる必要があります。 
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図１－23 埼玉県内市町村の DID 人口密度 

 

国勢調査（平成 27 年、総務省）を基に作成 
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（２）市街地整備 

現状 課題 

○本市における土地区画整理事業は、おお

むね完了しており、現在施行中の新曽第

一土地区画整理事業及び新曽第二土地区

画整理事業、新曽中央地区地区計画によ

り都市基盤整備等を推進しています。 

○新曽第一土地区画整理事業及び新曽第二土地

区画整理事業の施行区域は、戸田駅や北戸田

駅周辺を施行区域に含んでいることから、拠

点整備と都市機能の確保を図る上でも事業の

推進を図っていく必要があります。 

○鉄道３駅周辺では、市の拠点に位置づけ

られているものの、その拠点に相応しい

都市機能が十分に集積していない状況で

す。 

○戸田公園駅周辺は、現在、市街地整備事業等

の計画はありませんが、市の拠点として相応

しい街区形成、機能確保などに向けた体制を

構築していく必要があります。また戸田駅、

北戸田駅周辺についても、土地区画整理事業

による都市基盤整備の推進により、拠点的な

機能立地や交通結節機能の充実につなげてい

く必要があります。 

○市内の一部には、木造密集市街地が残っ

ており、現在、住宅市街地総合整備事業

等を活用した対策が進められています。 

○川岸の一部における木造密集市街地について

は、引き続き住宅市街地総合整備事業を活用

して、早期に環境改善、防災性能向上等を図っ

ていく必要があります。 

○地価は、用途地域にかかわらず、おおむ

ね駅からの距離に比例して低下していま

す。 

○地区の地価等を踏まえて、適切な規模、機能等

を備えた住宅を供給していく必要がありま

す。 

 

図１－24 地価公示ポイント※ 

 

※地価公示ポイントに示す番号は図１－25「鉄道駅からの距離と地価の関係」に対応しています。 

地価公示価格（平成 28 年、国土交通省）を基に作成  

鉄道駅から 500ｍ圏 

鉄道駅から 1000ｍ圏 
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図１－25 鉄道駅からの距離と地価の関係※ 

 

北戸田駅                     戸田駅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

戸田公園駅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各駅からの距離が最も近い地価公示ポイントの地価情報をそれぞれのグラフに掲載しています。 

地価公示価格（平成 28 年、国土交通省）を基に作成 
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（３）住宅 

現状 課題 

○戸田公園駅周辺や戸田駅西側、北戸田駅周

辺等において、マンション等集合住宅が比

較的多く立地しています。 

○工業系用途地域内である工業地域及び準工

業地域においても、住宅が建設されてお

り、住工が混在しています。 

○マンションに対する需要が落ち着いてきた

ためか、完売に至らない分譲マンションも

出てきており、今後の需要動向を見据えた

住宅施策を実施していく必要があります。 

○子育て層を中心に根強い住宅需要があり、

継続的にマンション等の建設が進む一方

で、空き家化する戸建て住宅も増加してき

ています。 

○築年数の経過したマンションの空き室や戸

建て住宅の空き家の増加は、住環境の悪化を

招くだけでなく、まちの活力低下にもつなが

ります。特に、今後人口減少が予測される喜

沢、笹目、美女木、早瀬等の地域においては、

より多くの空き室、空き家の増加が懸念され

ることから、これら空き室、空き家への居住

等の促進を図る必要があります。 

○「戸田市における 20代・30代の若年層に

関する基礎研究」で実施したアンケート調

査では、「親等との同居のため」を理由とす

る市内への住み替え希望が比較的多く見ら

れるなど、親世代との同居あるいは近居に

対して一定のニーズがあることが伺えま

す。 

○親世代との居住を促進させるために多世帯

居住、近居等に対する環境整備を行うとい

った、多様なニーズに応じた柔軟な住まい

方を可能とする社会の仕組みづくりを進め

ていく必要があります。 
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図１－26 土地利用現況（2014 年） 

 

土地利用調整方針調査検討業務報告書（平成 28 年３月、戸田市）を一部加工 

 

図１－27 空き家数※の推移 

 
※賃貸用住宅等の空き室も含みます。 

住宅・土地統計調査（平成 25 年、総務省）を基に作成 

工業系用途地域内
で、住宅用地として
の利用が多くみられ

る場所 
 

戸建て住宅 

集合住宅 

事務所 

工業系 

商業系 

公共系 

空地系 
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（４）商業 

現状 課題 

○日常的な生活利便施設である生鮮スーパー

は、鉄道駅周辺や市の東部を中心に徒歩圏

(半径 800m 圏内)に立地していますが、笹

目、美女木等の一部の区域では、徒歩圏(半

径 800m 圏内)に立地していません。 

○そのほかの生活利便施設については、必ず

しも駅周辺に立地しているわけではなく、

比較的市内に分散して立地しています。 

○本市は、当面の間、人口が増加傾向にある

ものの、将来的には人口減少に転じ、高齢

化も急速に進むことが予測されていること

から、広域からの利用を対象とする施設に

ついては、市内に分散して立地させるので

はなく、拠点へ誘導・集約し、併せて公共

交通のアクセス性向上を図ることにより生

活利便性を高める必要があります。 

○日常的な生活利便施設については、引き続

き市内全域で等しく利便性が得られるよう

維持、充実を図っていく必要があります。 

○本市の中心拠点となる鉄道３駅周辺のうち、

戸田駅及び北戸田駅周辺は、新曽第一土地区

画整理事業、新曽第二土地区画整理事業が施

行中であり、土地利用が流動的であること、

また戸田公園駅周辺は第一種住居地域に指

定されていることなどもあり、現在の各駅周

辺には、にぎわいを創出する店舗や、銀行を

はじめとする金融機関など、駅前の立地にふ

さわしい施設が十分には立地していません。 

 

○にぎわいの創出、都市イメージ向上等の観

点から、鉄道３駅周辺において、本市の拠

点として相応しい施設の誘導を図っていく

必要があります。 

○鉄道３駅周辺は、それぞれ類似した店舗が立

地しており、駅ごとに大きな特徴の違いが見

らません。 

○都市マスタープラン等において、鉄道３駅

周辺は、それぞれ拠点として位置づけがな

されていますが、商業や業務に関する機

能・役割分担は示されていないことから、

具体化を図っていく必要があります。 
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図１－28 商業施設等の分布状況（生鮮スーパー） 

 

戸田市調査（平成 28 年 10 月時点、戸田市） 

 

図１－29 商業施設等の分布状況（コンビニエンスストア） 

 

戸田市調査（平成 28 年 10 月時点、戸田市） 
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図１－30 商業施設等の分布状況（銀行・信用金庫） 

 

戸田市調査（平成 28 年 10 月時点、戸田市） 
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（５）工業 

現状 課題 

○工場等の事業所数及び従業者数が継続的に

減少しています。 

○工業系の市街地にもバス路線が充実してい

るので、従業者の通勤の利便性が高く、工

場の立地の面でもメリットがあると考えら

れます。 

○製造業をはじめとする工業は、安定した税

収、雇用を生み出すなど、市の存立基盤で

あることから、事業所の市外への流出を抑

制するための支援や、新規立地を希望する

事業者に対するマッチング等の支援を推進

していく必要があります。 

○大規模な工場等が移転、撤退した跡地は、面

積が広いことから、規模の大きいマンション

が立地することにより、住工混在が進行し、

かつ人口急増につながっている地域がみら

れます。 

○住工混在化による周辺住宅からの苦情発生

等により、継続的な操業に関する課題を抱え

る事業所が見られます。 

 

○将来人口分布予測からは、準工業地域、工

業地域において、人口が減少する地域が広

がっており、住宅と工場等が混在したまま

工場等の移転、撤退が進行した場合、低・

未利用地が増加していくことになります。

一方、早瀬１、２丁目、笹目南町など工場

等が多く立地している一部の区域では人口

が増加し、住工混在が進行する可能性があ

ります。これらの区域については、引き続

き工場等を維持しつつ、住工共生を図りな

がら、市街地環境の悪化を抑制していく方

策について検討する必要があります。 

○工業系用途地域内における大規模マンショ

ンの立地に伴い、急激な人口増加が起こる

ことで、教育・福祉等の公共サービス等に

対する市の財政支出が過大に発生する可能

性があるため、長期的な視点に基づく対応

策を検討する必要があります。 

○市内には、印刷業、貨物運送業等の事業所

が多く立地しており、本市の工業の大きな

特徴となっていますが、事業継続の意向に

ついては把握できていません。 

○立地が多い業種等の事業者に対する意向等

を調査し、持続的に工業系の事業所が立地

し続けられる環境づくりについて検討を行

う必要があります。 

○市内の地価は、用途地域による差異は、さ

ほど大きくなく、駅からの距離におおむね

比例していますが、工業地の地価は、距離

に関係なく比較的高い水準となっていま

す。 

○本市の工業地の地価からも本市の工業に関

するポテンシャルやニーズが高いと考えら

れるため、引き続き、工業立地や保全に向

けた取組について検討する必要がありま

す。 

○工場等が上水を大量に使用していること

で、市全体の水道料金の価格が低くなって

います。 

○公共水道料金が安価であることは、市民の

利益につながるものであることから、工業

の維持保全に向けた取組を推進していく必

要があります。 
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図１－31 工業系事業所に関する指標の推移 

工業系事業所数の推移（規模４人以上）    工業系従業者数の推移（規模４人以上） 

 
 工業系事業所敷地面積の推移（規模４人以上）  製造品出荷額等の推移（規模４人以上） 

 
工業統計調査（各年、経済産業省）を基に作成 

 

 

図１－32 工業系から他用途に転用した土地（2004 年〜2014 年）

 

土地利用調整方針調査検討業務報告書（平成 28年３月、戸田市）を一部加工 
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（６）医療・福祉・子育て 

現状 課題 

○本市の高齢者数は、約 9.7 千人（2016 年１

月）であり、そのうち前期高齢者（65～74

歳）が約６千人と多くなっています。 

○現在は、前期高齢者が多くなっています

が、その多くは５～10年後に後期高齢者へ

移行するため、高齢者施設やその他福祉サ

ービスに対する需要の増加への対応につい

て今から検討していく必要があります。 

○本市の国民健康保険における市民一人当た

り医療費は、県平均を下回っていますが、

前期高齢者では県平均を約 10％上回り、県

内一費用が高くなっています。 

○一人暮らしの高齢者数や健康寿命、退職者

の一人当たりの診療費といった指標が県平

均を上回っており、一人暮らしの高齢者が

元気に暮らせる環境が十分には確保されて

いないため、一人当たりの診療費にも影響

していることが考えられます。 

○今後、高齢者が増加することを見据え、医

療費の削減に向けて、市民一人一人が健康

的に生活できる環境を整備し、健康寿命を

伸ばしていく必要があります。 

○人口 10万人当たりの診療所数は、県平均よ

り多く、診療環境はある程度整っています

が、中規模の病院経営が難しい状況にあ

り、有床の病院が減少しています。 

○診療科目に内科を含む病院・診療所は、市

内各所に立地しており、市の多くの区域が

その徒歩圏(半径 800m 圏内)に含まれていま

す。 

○今後人口は、市東部を中心として増加傾向

が強まることから、病院・診療所の立地に

対する需要が現在より低下する可能性は低

いと考えられます。一方で、病院・診療所

数が少ない笹目や美女木についても、病

院・診療所の新規立地の需要が見込まれる

ことから、その対応を図っていく必要があ

ります。 

○人口 10万人当たりの介護施設数は県平均を

1.5 倍程度上回っており、相対的にみれば

施設は充足していると言えます。 

○高齢者福祉施設及び障害者福祉施設は、原

則として民間事業者による設置、運営とな

っており、現在、需要に対応して一定のサ

ービス水準が確保されています。これらの

施設は、立地条件が少なく、用地が確保で

きた場所に立地している状況がみられま

す。 

○現在、高齢者福祉施設は需要に対応して立

地していますが、人口ビジョンでは、2035

年までに高齢者数が現在の約２倍にまで増

加すると予測しており、それに応じた高齢

者施設に対する需要も高まっていくことが

予測されることから、適正な用地の確保に

努める必要があります。 

○平均年齢が県内一若く、若い年代が転入し

ている傾向が顕著です。 

○2016 年４月時点の待機児童数が 106 人と前

年同期の３倍以上に増加し、県内で最も待

機児童数が多い自治体となりました。児童

数の増加に併せて、最近５年間で保育園数

も約２倍に増えましたが（2011 年：17箇所

⇒2016 年：31箇所）、市内の保育需要はそ

れを上回っています。 

○本市は、子育て層に人気があり、駅周辺等で

は今後も保育需要が高まる可能性がありま

す。なお人口分布の推計から、将来的には市

の西部などで需要が落ち着く可能性もあり、

市内全域での需給バランスを見据えた対応

を図っていく必要があります。 

 



 

35 

図１－33 病院・診療所の分布状況 

 

国土数値情報（平成 27 年時点、国土交通省）を基に作成 

 

図１－34 保育園の分布状況 

 

国土数値情報（平成 27 年時点、国土交通省）を基に作成 
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（７）教育 

現状 課題 

○子育て世代の転入により、駅周辺等の小学

校では教室の不足が顕在化する一方で、市

の西部における小学校については、継続的

に児童数が減少しているといった、市内の

地域により、小学校を取り巻く状況に大き

な差が見られます。 

○今後の少子化を鑑みて、現在の需要に対応

した学校の建設を行っても、将来的に空き

教室化してしまうことが予測されます。そ

のため、学校を建設する際には、福祉施設

等への転用（複合化）等が可能な設計も検

討するなど、長期的な展望を考慮した対応

を図っていく必要があります。 

○本市では 2005 年度から中学校の学校選択制

を導入しており、2017 年度は各中学校で 20

～35 人の受け入れ定員を設定しています。 

○引き続き、学校規模の適正化及び教育機会

の選択の幅を広げるための取組を継続して

いく必要があります。 

 

図１－35 小学校ごと児童数の推移 

 
学校基本調査（各年、文部科学省）を基に作成 
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図１－36 学校施設の分布状況 

 

国土数値情報（平成 27 年時点、国土交通省）を基に作成 
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（８）交通 

現状 課題 

○都心、さいたま市等と直結する JR 埼京線の

市内３駅は、順調に利用者数を伸ばしてお

り、直近 15 年間で利用者数は約 1.4 倍に増

加しています。 

○市外の鉄道網は、JR京浜東北線、JR武蔵野

線、都営三田線等があり、都心等と結ばれて

います。 

○広域の幹線道路網は、東京外かく環状自動車

道、首都高速５号池袋線の２路線の高速道路

が整備され、東北道、関越道、中央道、東名

高速等の高速道路網に接続しており、広域移

動の利便性が高い都市です。 

○引き続き広域移動の利便性を高めるための道路

やバス網の整備による各駅へのアクセス性の向

上を図るとともに、駅周辺への広域からの利用

が見込まれる生活利便施設等を誘導していく必

要があります。 

○路線バスの運行回数、利用者数はともに横ば

いで推移しています。また、路線バスの一部

路線に対しては運行補助を行っています。 

○現在、市内のバス路線は、市東西方向の路線バ

ス、美笹地区と市外（さいたま市、板橋区）を

結ぶ南北方向の路線バス及び循環式の toco バス

で構成されており、市内のほぼ全域がバス停留

所から 300ｍ圏に含まれていますが、運行頻度

の高いバス路線に限ると 300ｍ圏から外れる区

域があることからも、公共交通のさらなる利便

性の向上について検討が必要です。 

○toco バスは、路線バスサービスの空白地域の

交通弱者対応を目的として運行を開始してお

り、市内各地の公共施設間を結ぶことを基本

としていますが、これまで、市民からの要

望、公共施設の立地等に応じて路線の適宜変

更を行っています。 

○toco バスの利用目的が、当初の目的であった交

通弱者対応から、一般市民の日常生活の用へと

変化してきており、路線変更、ワンコイン運行

の必要性など、今後の toco バスのあり方を改め

て検証する必要があります。ただし、市民の要

望に応じて路線設定を行ってきた経緯等もあ

り、大幅な料金体系、路線の見直しについて現

状では難しい状況にあります。 

○近年の人口増加傾向に対して、自家用車の保

有台数はさほど増加していません。 

○市内には新大宮バイパスや国道 17 号等の幹

線道路が整備されており、自動車利用がしや

すい都市といえますが、今後、市内のほぼ全

域で高齢者が増加することから、公共交通の

果たす役割は現在より大きくなっていくこと

が予測されます。 

○現在のバス路線を維持しつつ、将来的な高齢者の

分布や公共施設、生活利便施設等の立地を見据え

た対応を図っていく必要があります。 

○３駅周辺に整備されている市営駐輪場の収容

台数は、合計１万台以上となっています。 

○平坦でコンパクトな本市の特性を考慮すると、過

度に自動車に依存しない都市を目指す上で、自転

車利用の促進が重要になっていくと考えられま

す。そのため、自転車通行空間の充実、ネットワ

ーク形成等に向けた対応を図っていく必要があ

ります。 
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図１－37 公共交通機関の徒歩圏（再掲） 

 

国土数値情報（平成 27 年時点、国土交通省）、都市構造の評価に関するハンドブック（平成 26 年、国土

交通省）を基に作成 
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（９）公共施設 

現状 課題 

○市役所、文化会館、図書館・郷土博物館、

スポーツセンター等の主要な施設は、鉄道

３駅周辺に集積している一方で、福祉セン

ターや小中学校等の地域サービスを担う施

設については、市内各地域に分散していま

す。西部福祉センターや笹目コミュニティ

センター、児童センター等は鉄道駅から離

れた立地となっていますが、おおむね路線

バス、toco バスによる交通アクセスが確保

されています。 

○公共施設についての今後のあり方として

は、総量を圧縮する方針であり、各施設の

個別更新だけではなく施設の複合化を進め

ていくことになりますが、市民の利便性や

まちづくりの方針等との整合をとりつつ、

総合的な観点からその実現を図っていく必

要があります。特に、今後の高齢化の進展

を踏まえた場合に、公共交通を活用した各

施設へのアクセス手段の確保は非常に重要

な課題となっていきます。また、公共施設

の更新の際は、都市構造等を考慮して現位

置のみにおける更新だけではなく、移転も

含めた検討を行う必要があります。 

○1960 年代から 1970 年代にかけて整備され

た施設が多く、2016 年時点で、築後 30年

以上を経過する施設が延床面積ベースで全

体の約 72％、築後 50 年以上を経過する施

設が全体の約 20％に達しています。特に施

設規模が比較的大きい市役所本庁舎、学

校、図書館・郷土博物館、スポーツセンタ

ー、文化会館が築後 30年以上を経過してい

ます。 

○新耐震基準（1981 年）以前に整備された施

設の耐震補強は完了していますが、施設、

設備の長寿命化に向けた対応を図っていく

必要があります。 

○市内の都市計画道路は、おおむね整備済又

は概成済※となっており、未整備区間は合計

約４㎞となっています。 

○市内の交通ネットワーク形成に向けて都市

計画道路等の都市基盤整備を引き続き推進

していく必要があります。 

○市内の河川のうち、荒川、笹目川は整備が

完了しており、そのほかの河川についても

継続的に護岸整備等を進めています。 

○今後も、効率的に河川整備を推進し、内水

による浸水被害の防止につなげるとともに

潤いある水辺環境の形成を推進していく必

要があります。 

○上下水道は、市内の大半の区域で整備され

ていますが、下水道（雨水）は一部地域に

おいて未整備となっているところがありま

す。 

○ゲリラ豪雨等への対策として、河川や下水道

整備が非常に重要となることから、早期に整

備し、市民の安全な暮らしを確保する必要が

あります。 

※計画幅員までは完成していないが、自動車交通の処理が可能な車線数を有する、又は、暫定的な整備がされて

いるなど、おおむねの機能を満足している道路のことをいいます。 
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図１－38 施設の整備状況 

 
戸田市公共施設等総合管理計画及び戸田市公共施設再編プラン（平成 29 年３月、戸田市）を基に作成 

 

図１－39 都市計画道路の整備状況 

 
※計画幅員までは完成していないが、自動車交通の処理が可能な車線数を有する、又は暫定的な整備がされてい

るなど、おおむねの機能を満足している道路のことをいいます。 

出典：戸田市の都市計画（平成 27 年、戸田市） 
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（10）防災 

現状 課題 

○荒川沿川に位置する本市は、荒川氾濫時に

は市域の大半が１ｍ以上浸水し、３日から

最大１週間程度、浸水が継続すると予想さ

れています。 

○災害発生時に円滑に避難できる避難路やマ

ンション等の高い建物と連携した一時避難

場所の整備、日常的な避難訓練を通じて、

安全に避難できる環境を整えていく必要が

あります。 

○近年頻発しているゲリラ豪雨や台風等によ

って浸水する箇所があります。 

○下水道や河川をはじめとする、内水による

浸水被害を軽減するための都市基盤施設整

備を引き続き推進していく必要がありま

す。 

○比較的早い時期に市街化した市の東部にお

いて、火災が発生した場合、周辺への延焼

拡大のおそれがある地域があります。 

○個々の家屋の不燃化だけでなく、道路やオ

ープンスペースを確保することにより、地

区全体として防災性能を強化する取組を進

めていく必要があります。 

○消防団は市内７分団が組織されており、各

分団は若年層も含め、必要な定数が確保さ

れています。 

 

○今後の人口動向を踏まえながら、現在の消

防分団の所管や規模では、避難支援等十分

な対応が行えなくなる状況が生じる可能性

も考慮した対応を図っていく必要がありま

す。 

○現在、町会単位で防災に関しての活動が積

極的に行われていますが、今後の高齢化や

住民の転出入等によりそれらの活動が停滞

することがないように日常的に防災意識を

維持するための取組を行っていく必要があ

ります。 

○市の避難所は小学校等の公共施設を中心に

指定されていますが、近年、町会等が独自

に地域のマンション等と覚書を締結して、

発災時の一時避難場所の確保が進められて

います。 

○公共施設を中心に避難所・避難場所が指定さ

れていますが、一部地域に避難所・避難場所

がないエリアがあることから、市全域にわた

る防災性能強化に向けた取組を進めていく

必要があります。 

○市内に多く立地する倉庫等の流通施設は規

模が大きく、地震等の災害時の避難や備蓄へ

の活用が考えられることから、事業所との連

携の下、災害対応の拡充を推進していく必要

があります。 
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図１－40 内水による浸水想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸田市ハザードブック（平成 29 年４月、戸田市）を基に作成 

 

図１－41 避難所・避難場所の分布状況 

 
戸田市ハザードブック（平成 29 年４月、戸田市）を基に作成 
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（11）環境 

現状 課題 

○市街化区域内は土地区画整理事業等により

ほぼ全域が市街地として整備されている一

方で、市街化調整区域には荒川とその広大

な河川敷、彩湖・道満グリーンパーク等が

あり、都市環境と自然環境双方の良さを有

しています。 

○既存の自然環境を維持、保全しつつ、都市

環境と自然環境を十分にいかした多様なラ

イフスタイルを選択することができるよ

う、各地域の将来像の考え方を示す必要が

あります。 

○市内には多くの公園が分布している一方

で、市民は小さくても近隣に公園があるこ

とを要望しています。また、市内には、荒

川等の豊かな自然環境がありますが、市街

地でそれら自然環境を実感しにくいのが実

状です。 

○笹目川のまるごと再生プロジェクトにより

水辺に親しめる快適な空間が整備され、そ

のほか、上戸田川やさくら川の整備が進め

られています。さらに今後は市内の公園、

緑地等を結びつけたネットワークを形成す

る一体的な環境整備を行う必要がありま

す。 

○JR 埼京線沿線の環境空間の緑地整備率は約

67％となっており、引き続き緑化を推進して

いく予定となっています。 

○JR埼京線沿線の環境空間は、市街地の貴重

な緑地空間であることから、JR と連携して

効率的に整備を推進していく必要がありま

す。 

 

 

図１－42 緑地、農地等の分布状況 

 

戸田市緑の基本計画 改訂版（平成 24 年３月、戸田市）を一部加工 

  

緑地・農地が多いエリア 
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図１－43 都市公園・都市緑地の分布状況 

 

戸田市都市公園等一般位置図(平成 27 年４月、戸田市)を基に作成 

  



 

46 

（12）都市活動 

現状 課題 

○「戸田市市民意識調査報告書（第 11回）」

では、本市に転入したきっかけとして次の

ような地区別の特徴が見られ、いずれの地

区においても就職や結婚等を機に若い世代

が転入している状況が伺えます。 

 ・下戸田２地区：住宅購入が非常に多い 

 ・上戸田２地区、新曽地区：就職・転勤、

結婚を機とした転入が多い 

○若年層が多く転入しているのに対し、30代

後半から 40 代は転出超過となっています。 

○市内への定住を促進していくためには、多

様化が想定される居住関連ニーズに対応す

ることが重要であり、様々なライフスタイ

ル、ライフステージに応じた暮らしを実現

できる環境を形成する必要があります。 

○笹目や美女木では、近所付き合い等古くか

らの地縁型コミュニティが比較的活発です

が、新たな転入者が多い上戸田地域等では

近所付き合いをしない人の割合が高くなっ

ています。 

○従来の地縁型コミュニティの醸成を図るこ

とを基本としながら、まちづくりにあわせ

て、テーマ型コミュニティといった新たな

形のコミュニティやその実現化方策につい

て検討していく必要があります。 

○スポーツセンターは多くの市民に利用され

ていますが、プール棟の閉鎖により利用者

は減少しています。また、市内のコミュニ

ティ施設の利用率は施設によりばらつき、

30％程度にとどまっている施設も見られま

す。 

○市民の文化・スポーツ活動を支える施設は

おおむね充足しており、今後は施設更新時

等において、より適正な施設配置、複合化

等により、利便性向上に努めていく必要が

あります。 
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表１－１ 戸田市に転入したきっかけ 

 

出典：第 11 回戸田市市民意識調査報告書（平成 27 年３月、戸田市） 

 

図１－44 町会・自治会の活動への参加頻度 

 

※回答割合の小数点以下第２位を四捨五入しており、合計が 100％とならない場合があります。 

第 11 回戸田市市民意識調査報告書（平成 27 年３月、戸田市）を基に作成 
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（13）財政 

現状 課題 

○埼京線開通を機に地価の上昇が続き、それ

に伴い、これまで本市の固定資産税による

税収は、増加傾向にありました。 

○最近 20年間で、自主財源比率が約 20ポイ

ント低下しています。特に市税のうち最も

大きな比率を占める固定資産税による税収

が、人口増加傾向にもかかわらず近年横ば

いとなっています。 

○本市における住宅地と工業地における地価

は、駅からの距離が同等であれば、用途地

域にかかわらず、大きな差はありません。 

○住宅地は、小規模宅地の特例により課税標

準額が 1/6 又は 1/3 に減額されますが、住

宅以外の敷地ではこの特例は適用されませ

ん。しかし、工業施設用地が住宅用地に転

換された場合、地価に大きな変動はない一

方で、固定資産税収は減少する方向に作用

することもあり、今後、人口増加傾向が継

続した場合、固定資産税収は引き続き横ば

いで推移するか、又は減少に転じる可能性

があります。 

○本市における税収のうち固定資産税の割合

が 40％を超えており、固定資産税の減少は

財政に影響することが懸念されることか

ら、住工のバランスを考え計画的なまちづ

くりを行う必要があります。 

○本市は、財政健全化判断比率における各指標

が「健全段階」であり、財政は健全であると

言えますが、毎年度経常的に支出される経費

の占める割合が増加し、少しずつ財源に余裕

がなくなってきています。例えば、経常収支

比率は 2010 年度から 80％を超えて、2014 年

度では 88％となり、財政の硬直化に直面し

つつある状況にあると言えます。 

○今後の高齢者の増加、将来的な人口減少局

面を迎えた際に、現在と同様の財政状況に

あるかは不透明であることから、健全かつ

自由度の高い財政の維持に向け、公共施設

の長寿命化や将来的な複合化、また増加す

る扶助費等の対応を全庁的に推進していく

必要があります。 
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図１－45 経常収支比率の推移 

 

※諸指標の数値は、普通会計ベースの数値です。普通会計は、地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なって

いるため、財政比較が困難なことから、統計上統一的に用いられる会計区分のことです。これにより、地

方公共団体同士の比較が容易にできるようになります。 

普通会計決算状況（各年、戸田市）を基に作成 

 

図１－45 人口・固定資産税調定額の推移 

 

戸田市一般会計・特別会計歳入歳出決算書（各年、戸田市）を基に作成 
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３ 解決すべき課題の抽出 

各分野における本市の課題について、今後のまちづくりを推進していく観点から、次のとお

り改めて整理します。 

人口動向 

・財政支出の増加を抑制するための人口増加への対策を講じるとともに、将来的な人口

減少による社会情勢等の変化を見据えた長期的な対応策を講じる必要があります。 

・現在は、転入超過の状況であり、10代後半から 30 代までを中心に転入者と転出者が多

い状況となっており、この傾向が今後も続くことが予測されていますが、これらの世

代が転出超過に転じた場合に人口減少につながることが考えられるため、転出超過を

抑制するための対策を講じる必要があります。 

・人口ビジョン（ベース推計）では 2035 年の本市における高齢化率は約 25％になると予

測されており、急速に進む高齢化への対応策を講じる必要があります。 

・人口分布を考慮し、誰もが生活利便サービスを受けやすくなるよう、対応策を講じる

必要があります。 

 

市街地整備 

・鉄道３駅周辺においては、土地区画整理事業等の市街地整備事業を推進し、市の拠点

として相応しい街区形成、機能確保、交通結節点機能の充実を図る必要があります。 

 

住宅 

・駅に近いエリアへのマンション供給のほか、今後の高齢化、子育てしやすい環境づく

り等を展望して親世代との近居など、多様化する住宅ニーズに対応した環境整備を進

めていく必要があります。 

・今後、増加が見込まれる空き家や共同住宅の空き室への居住等の促進を図る必要があ

ります。 

 

商業 

・市内の一部には、生鮮スーパーをはじめとする日常的な生活利便施設が徒歩圏（半径

800ｍ圏内）に立地していない地域があることから対応策を講じる必要があります。 

・都市マスタープラン等において、鉄道３駅周辺は拠点として位置づけられています

が、商業や業務に関する機能・役割分担は示されていないことから、具体化を図って

いく必要があります。 
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工業 

・製造業をはじめとする工業は、安定した税収、雇用を生み出すなど、市の存立基盤で

あることから、事業所の市外への流出を抑制するための支援や新規立地を希望する事

業者に対するマッチング等の支援を推進していく必要があります。 

・工業系用途地域内における事業所から大規模マンション等への土地利用転換に伴い、

急激な人口増加が起こることで、教育・福祉等の公共サービス等に対する市の財政支

出が過大に発生する可能性があるため、長期的な視点に基づく対応策を検討する必要

があります。 

・本市の工業地の地価からも本市の工業に関するポテンシャルやニーズが高いと考えら

れるので、引き続き、工業立地や保全に向けた取組について検討する必要がありま

す。 

 

医療・福祉・子育て 

・現在、高齢者の約２／３を前期高齢者が占めていますが、５～10年後には後期高齢者

に移行するため、高齢者施設やその他福祉サービスへの需要増加への対応を推進する

必要があります。 

・人口 10万人当たりの診療所数は県平均より多く、診療環境はある程度整っていると言

えます。 

・本市の国民健康保険における市民一人当たり医療費は県平均を下回っていますが、前

期高齢者については県内自治体の中で最も高くなっています。今後、高齢者が増加し

ていくことが予測されているため、医療費削減に向けて、市民一人一人が健康的に生

活できる環境を整備し、健康寿命を伸ばしていく必要があります。 

・本市は子育て層に人気があり、駅周辺等では今後も保育需要が高まる可能性がありま

すが、将来的には市の西部等で需要が落ち着く可能性もあり、市内全域での需給バラ

ンスを見据えた対応を図っていく必要があります。 

 

教育 

・学校施設は、児童数の減少により将来的に空き教室が発生することが予測されます。

そのため、学校を建設する際には、福祉施設等への転用（複合化）が可能な設計も検

討するなど、長期的な展望に基づいた対応を行う必要があります。 

 

交通 

・広域移動の利便性を高めるための道路やバス網の整備による各駅へのアクセス性の向

上を図るとともに、駅周辺への広域からの利用が見込まれる生活利便施設等を誘導し

ていく必要があります。 

・高齢化や将来的な人口減少及び人口分布を踏まえた公共交通網の維持・向上を図る必

要があります。 
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公共施設 

・公共施設についての今後のあり方としては、総量を圧縮する方針であり、各施設の個

別更新だけではなく施設の複合化を進めていくことになりますが、市民の利便性やま

ちづくりの方針等との整合をとりつつ、総合的な観点からその実現を図っていく必要

があります。特に、今後の高齢化社会の到来を踏まえた場合に、公共交通を活用した

各施設へのアクセス手段の確保は非常に重要な課題となっていきます。 

 

防災 

・近年頻発しているゲリラ豪雨や台風等によって浸水する箇所があり、下水道や河川を

はじめとする、浸水被害を軽減するための都市基盤施設の効率的な整備を推進する必

要があります。 

 

環境 

・現在、笹目川のまるごと再生プロジェクトにより水辺に親しめる快適な空間が整備さ

れ、そのほか、上戸田川の整備やさくら川の護岸整備が進められています。さらに今

後は市内の公園、緑地等を結びつけネットワークを形成することで一体的な環境整備

を行う必要があります。 

 

都市活動 

・市内への定住を促進していくためには、多様化が想定される居住関連ニーズに対応す

ることが重要であり、様々なライフスタイル、ライフステージに応じた暮らしを実現

できる環境を形成する必要があります。 

 

財政 

・全国の中で高齢化率が低く、財政も健全であると言えますが、少しずつ財源に余裕が

なくなってきており、今後の人口減少・高齢化の進展を踏まえ、健全かつ自由度の高

い財政の維持に向け、公共施設の長寿命化や将来的な複合化等を推進していく必要が

あります。 
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分野ごとに整理した課題を踏まえ、特に解決すべき課題として次のとおり抽出します。 

 

［広域を対象とする都市機能が集積した個性ある拠点の形成］ 

本市の鉄道３駅周辺は、鉄道やバスをはじめとする多様な交通手段により移動しやすいと

いう特徴を有しています。また、これらの鉄道駅周辺は、都市マスタープラン等の中で拠点

として位置づけられており、病院や大型商業施設等が立地し、一定の利便性は確保されてい

ますが、３駅それぞれに個性や特色が見出しにくいという現状があります。 

このことから、市内のどこに住んでいても生活利便サービスを受けやすいという現在の利

便性の高さを維持しつつ、広域を対象とする都市機能を中心として、それぞれの拠点に求め

られる機能を整理し、集積させる必要があります。 

 

［ニーズに応じた活動的な生活が実現できるまちづくり］ 

人口は現在増加傾向にあるものの、長期的には減少に転じることが予測されていますが、

現在大きく転入超過となっている 10 代後半から 30 代の世代が転出超過に転じ、それが続く

と、早期の人口減少につながることも考えられます。また、高齢化についても既に進行し、

今後も急速に進むことが予測されています。 

また、市民のライフスタイルやその時々のライフステージにより、住環境に求められるニ

ーズはますます多様化しています。 

このような中、本市では、生鮮スーパーをはじめとする日常生活に必要な利便施設の多く

が市内に広く立地しているため、この利点をいかし、各地域でニーズに応じた生活が実現で

きる可能性があります。 

このことから、地域ごとに、個々のニーズに応じた活動的に生活できるまちづくりを進め

る必要があります。 

 

［自家用車に過度に依存しない交通環境の形成］ 

近年は、徒歩や自転車など、自家用車に過度に依存しない生活を送る人が増えており、市

内を徒歩や自転車で移動する人も多くなっています。 

また、今後、高齢化が急速に進むことが見込まれる中で、移動手段として公共交通がます

ます重要な役割を担うようになると考えられます。 

このことから、自家用車以外の交通手段による市内のアクセス性向上に向けた交通環境の

形成を進める必要があります。 
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第２章 まちづくりの目標及び方針並びに目指すべき都市の骨格構造 
 

１ まちづくりの目標 

抽出した解決すべき課題を踏まえ、戸田市第４次総合振興計画に示された将来都市像の実現を

目指し、立地適正化計画（以下「本計画」と言います。）におけるまちづくりの目標を次のとおり

定めます。 

都市環境と自然環境が調和した生活の質を高めるまちづくり 

 

本市は都心の近くに立地しており、鉄道、広域的な幹線道路等の交通基盤が整い、交通利便性

が高いことに加え、荒川の水辺や緑へのアクセスのしやすさなど、都市的な利便性と豊かな自然

環境が身近にある市街地環境を有しています。また、地域の成り立ちの違いから、地域ごとに特

色ある市街地が存在しており、様々なライフスタイルやライフステージに応じた生活を支えるた

めの一定の都市環境が備わっています。 

しかし、生活利便施設が集積した拠点の形成、公共交通ネットワークの充実といった点におい

ては十分とは言えないことから、急速な高齢化と今後の緩やかな人口減少に備えた対応が求めら

れています。さらに、住環境や生活利便性の向上により、誰もがそれぞれのライフスタイルやラ

イフステージに合った環境を選択し、活動的な生活を送れるまちづくりを推進することが求めら

れています。 

そこで、市域がコンパクトであることや平坦な地形であることをいかし、自家用車に過度に依

存しない交通環境の形成により、どこに住んでいても都市環境と自然環境を享受しやすい、質の

高い生活を送れるまちづくりを目指します。 

 

図２－１ 本計画のまちづくりの目標及びまちづくりの成果 

  

 

 

[期待できる効果] 

将来も都市を維持していくことができる 
・一定の人口密度を有した市街地の維持 

・コスト縮減等による財政状況の向上 

・消費活動等の増加による地域経済の活性化 

 

 
［立地適正化計画のまちづくりの目標］ 

都市環境と自然環境が調和した 

生活の質を高めるまちづくり 
 

［戸田市第４次総合振興計画の将来都市像］ 

みんなでつくろう  

水と緑をいかした 幸せを実感できるまち とだ 
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２ まちづくりの方針 

まちづくりの目標を実現していくため、次のようにまちづくりの方針を設定します。 

 

①拠点ごとに特色ある活力とにぎわいの創出 

  ～人々が集い、市全体の魅力向上につながるまちづくり～ 

・拠点ごとの役割等を定め、それらに応じて、広域を対象とする拠点的な都市機能を充実さ

せます。 

・各拠点において、市の中心として相応しいにぎわいや魅力づくりを進めます。 

 

②それぞれの地域の特徴をいかした都市環境の向上 

  ～誰もが多様な暮らし・活動を実現できる環境づくり～ 

・それぞれの地域が有する現在の利便性を維持しつつ、ライフスタイルやライフステージに

応じた暮らしを支える住環境をつくります。 

・引き続き、子育て層の転入を促進するため、子育てしやすい環境をつくります。 

・普段の生活が健康づくりにつながる環境をつくります。 

・工業系の土地利用を主とする地域について、操業環境の維持・向上を進めます。 

・水や緑を感じられる環境をつくります。 

 

③多様な交通手段による移動性の向上 

  ～生活の質の向上を支える交通環境づくり～ 

・市内のどこからでも、様々な交通手段で移動できるネットワークを形成します。 

・市外にアクセスしやすい公共交通ネットワークの維持・向上を進めます。 
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３ 目指すべき都市の骨格構造 

まちづくりの目標の実現に向けて、誘導すべき都市活動を設定し、目指すべき都市の骨格構造

（ゾーニング、拠点配置及び基幹的な公共交通）を整理します。 

 

（１）誘導すべき都市活動及びそれを支える環境・機能の考え方 

1)誘導すべき都市活動 

まちづくりの目標を実現していくため、本市の地域特性に応じて誘導すべき都市活動及び

それらの都市活動を支えるために必要な地域環境や都市機能、また、都市活動の実現を支え

る環境や機能について設定します。 

本市における都市活動として、都市機能、環境等の現状や今後の可能性を想定しながら、

次の６つを設定します。 

 

表２－１ 誘導すべき都市活動の考え方 

都市活動の種類 都市活動の考え方 

暮らしの 

活動 

都会的で洗練

された暮らし 

鉄道沿線の通勤や買い物の利便性に魅力を感じる若いファミリー層

等が、利便性の高い上質な都市型の洗練されたライフスタイルを満喫

する暮らし 

地域に密着し

た便利な暮ら

し 

多様な世代の人々が、地域の商店で買い物をしたり、地域活動に参加

するなど、地域に密着した暮らし 

快適でゆとり

のある暮らし 

地域で長く暮らしている人や転入して間もない人など、多様な住民が

交流し、ゆとりを持った快適な暮らし 

水と緑に親し

む暮らし 

休日には荒川河川敷を散歩したり、彩湖・道満グリーンパークでスポ

ーツを楽しんだり、近所の公園で遊ぶなど、日常的に水と緑に親しむ

健康的な暮らし 

新しい形の住

工共生 

地域住民との交流や地域の人の雇用、事業所と地域による災害時の相

互協力など、相互にメリットを受けつつ、事業活動と生活が共存して

いる暮らし 

事業の 

活動 

立地をいかし

た工業 

都心に近い立地をいかし、製造業、物流等の事業所が営む都市型工業

の事業活動 

 

2)都市活動を支える環境・機能 

環境については、自然環境、交通環境など、活動を支える地域条件として整理し、機能に

ついては、各活動を支える日常的な生活サービス充足の視点から、住まい、子育て支援、教

育支援、生活支援に関する機能について整理します。 
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（２）ゾーン設定の考え方 

本市は土地区画整理事業等により市の東部から西部へと市街地を拡大してきたこと、JR埼京

線や新大宮バイパスにより市街地が区分されているといった特徴を有していることから、住宅

を中心とした市街地であっても、地域により市街地の状況は異なっています。 

そこで、市内各地域の特徴をいかしながら、（１）の都市活動を誘導し適切なまちづくりを推

進していくため、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針、都市マスタープランの位置づけ

を基本としつつ、次のようなゾーンを設定します。 

 

表２－２ ゾーン設定の考え方 

居住ゾーン 

ゾーンの種類 ゾーン設定の考え方 想定されるエリア 

都会的で洗練さ

れた暮らしを誘

導するゾーン 

・鉄道駅に近接し、ファミリー層等の主に若い世代をターゲ

ットとした住宅や子育て環境の誘導により魅力的な市街

地環境の形成を図るゾーン 

・市の中心である鉄道駅の徒歩圏の地域に設定 

鉄道３駅（戸田公

園駅、戸田駅、北戸

田駅）の徒歩圏の

市街地 

地域に密着した

便利な暮らしを

誘導するゾーン 

・鉄道駅に近接し、古くから市街化が進み、日常の暮らしを

支える生活利便機能が整った利便性の高い快適な住環境

の形成を図るゾーン 

・鉄道の東側で、商店等の生活利便施設が既に一定程度立

地する地域に設定 

上戸田、下戸田、中

町、喜沢等 

快適でゆとりの

ある暮らしを誘

導するゾーン 

・良質な住宅、子育て支援施設及び生活利便施設が一定のレ

ベルで整い、さまざまな世代が交流しながら快適でゆとり

を持って暮らせる住環境の形成を図るゾーン 

・鉄道の西側で、現在土地区画整理事業が進行中の新曽や、

住居系の土地利用が中心で多様な形式の住宅が共存する

地域に設定 

本町、新曽、笹目、

美女木等 

水と緑に親しむ

暮らしを誘導す

るゾーン 

・市街地内の公園、河川敷の公園等の自然環境に親しみなが

ら暮らすことができる住環境の形成を図るゾーン 

・荒川の自然環境に近く、比較的ゆとりのある地域に設定 

新大宮バイパスの

西側 

住工共生ゾーン 

ゾーンの種類 ゾーン設定の考え方 想定されるエリア 

新しい形の住工

共生を図るゾー

ン 

・工業系や住居系の土地利用の方向性検討と併せて、目指す

べき住工共生を進めるゾーン 

・工場等の工業系と住居系の土地利用の混在度が高い地域

に設定 

美女木、笹目、氷川

町、新曽南等 

工業ゾーン 

ゾーンの種類 ゾーン設定の考え方 想定されるエリア 

立地をいかした

工業を保全する

ゾーン 

・都心に近い立地をいかした事業活動が可能な工業地の形

成を図るゾーン 

・戸田市都市マスタープランの土地利用方針において工業

地として位置づけられ、既に大規模な工業が集積する地域

に設定 

大字美女木、笹目

北町、新曽南、川岸

等 
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（３）拠点配置の考え方 

戸田市都市マスタープランでは、市内の鉄道３駅を中心に拠点地域を配置し、市街地整備を

行いつつ、商業・業務・文化と居住との共存を進め、それぞれが特性をもった拠点地域の形成

に向けた機能強化を図っていくとしています。 

戸田都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針では、戸田駅周辺を中心拠点、北戸

田駅周辺及び戸田公園駅周辺を生活拠点とし、工業が集積する３地区を産業拠点としていま

す。 

 

図２－２ 戸田市都市マスタープランにおける将来都市構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第２次戸田市都市マスタープラン（平成 24 年 11 月、戸田市） 

 

図２－３ 戸田都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針図 

 

出典：戸田都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平 26 年３月 28 日時点、埼玉県） 
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この考え方を踏まえ、次のとおり各拠点を設定します。 

 

表２－３ 拠点設定の考え方 

拠点の種類 拠点設定の考え方 想定されるエリア 

中心拠点 ・医療・福祉、商業、行政等の広域を対象と

する都市機能が集積した拠点 

・生活利便性を高める機能はもとより、都市

全体の活動を牽引し、都市イメージを向

上させる機能を備えた拠点 

・市の主要な交通結節拠点であり、機能集積

による市全体の利便性向上に資する地区

に定める 

・鉄道３駅（戸田公園駅、戸田駅、

北戸田駅）を中心とするエリア 

工業拠点 ・工業生産活動・流通業務機能の利便を増進

するための条件が整った地区 

・本市では、住宅市街地に配慮しつつ、高速

道路等の広域幹線道路に近接し、工業機

能が集積する地区に定める 

・戸田東 IC、県営戸田公園の北側、

菖蒲川沿川を中心とするエリア 

文化・行政 

拠点 

・市民の文化的な都市活動や行政サービス

向上に資する、文化、行政機能が集積する

地区に定める 

・文化会館や市役所を中心とする

エリア 

緑の拠点 ・大規模公園の整備が進められ、市を代表す

る緑地空間である荒川へのアクセス拠点

ともなる地区に定める 

・彩湖・道満グリーンパークや戸田

公園、（仮称）荒川水循環センタ

ー上部公園を中心とするエリア 

水辺の拠点 ・既存の大規模公園等をいかして、荒川の水

辺空間における結節点を形成する地区に

定める 

・彩湖・道満グリーンパークの南側

と荒川運動公園の西側のエリア 

・北戸田駅西口の笹目川・船着場を

中心とするエリア 

交通拠点 ・鉄道、バス等公共交通が集中し、交通結節

点となっている地区に定める 

・鉄道３駅（戸田公園駅、戸田駅、

北戸田駅）と下笹目バスターミナ

ルを中心とするエリア 

 

鉄道３駅の考え方 

○北戸田駅 ：都市マスタープランでは「活気あふれる新生活拠点」に位置づけられており、

「住・商・工」の機能が整った特徴をいかした拠点形成を図る。 

○戸田駅  ：都市マスタープランでは「にぎわいのある交流拠点」に位置づけられており、

市役所、文化会館、図書館、スポーツセンターなど、多くの市民が利用する公

共施設が集積しているという特徴をいかした拠点形成を図る。 

○戸田公園駅：都市マスタープランでは「うるおいのある生活拠点」に位置づけられており、

駅の徒歩圏内に県営戸田公園や総合病院があるという特徴をいかした拠点形

成を図る。 
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（４）公共交通の考え方 

鉄道３駅を中心とした鉄道やバスなど、過度に自家用車に依存しない公共交通の充実した、

歩いて暮らせる都市づくりを推進します 

それぞれの都市活動における人の動きを想定しつつ、南北に通る鉄道３駅を起点としながら

市内の主要施設や地域とを効率的につなぐバスを中心とした公共交通のネットワーク形成を図

ります。 

 

 

 

 

 

（５）目指すべき都市の骨格構造 

（１）～（４）の考え方を踏まえ、目指すべき都市の骨格構造を示します。 
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図２－４ 市街地内で誘導すべき都市活動、ゾーン設定、誘導区域設定の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上図で示しているゾーンは、それぞれのゾーンにおいて特にふさわしい活動を誘導していく対象エリアとして設定するものであり、誘導対象以外の活動を否定するものではありません。また、都市活動を支える環

境、都市機能についても、ほかの環境・機能を否定するものではありません。  

 

都心に近い立地をいかし、製
造業、物流等の事業所による都
市型工業の事業活動を営んでい
ます。 

地域住民との交流、地域の人
の雇用、事業所と地域による災
害時の相互協力といった相互に
メリットを受けつつ暮らした
り、事業活動を営んでいます。 

休日には荒川河川敷を散歩し
たり、彩湖・道満グリーンパー
クでスポーツを楽しんだり、近
所の公園等で遊ぶなど、日常的
に水と緑に親しみながら健康的
に暮らしています。 

地域で長く暮らしている人や転
入して間もない人など、多様な住
民が交流し、ゆとりを持ちながら
快適に暮らしています。 

多様な世代の人々が地域の商
店で買い物したり、地域活動に
参加するなど、地域に密着して
暮らしています。 

鉄道沿線の通勤や買い物の利
便性に魅力を感じる若いファミ
リー層などが、利便性の高い上
質な都市型の洗練されたライフ
スタイルを満喫しながら暮らし
ています。 

 

②都市活動を

支える主な環

境・機能 

拠
点 

中心拠点 ：生活利便性を高める機能はもとより、都市全体の活動を牽引し、 

都市イメージを向上させる機能を備えた拠点 

歩道が広く、安全・快適に 

移動しやすい 

荒川河川敷、彩湖・道満グリーンパーク

等の豊かな自然環境に近接している 

住
ま
い 

利便性の高い暮らしを支える 

高機能な集合住宅 
基本的な品質や環境性能を満たす住宅 

保育園・幼稚園・学童保育室 

住環境に配慮した 

工場等 

敷地にゆとりのある工場、 

流通センター等の施設 

子育て支援サービス（一時預かり、地域子育て支援拠点等） 

診療時間の長い身近な医療施設（小児科等） 

学習塾、図書館等 

生
活
支
援 

都
市
活
動
が
展
開

さ
れ
る
ゾ
ー
ン 

営業時間の長い商業施設（スーパー等） 

大規模な商業施設 

地域交流施設 

行政施設（本庁舎、支所等） 

医療・福祉施設（診療所、デイサービス、地域包括支援センター等）、健康増進施設（フィットネスクラブ等） 

公共交通の結節点であり、 

移動が便利 

③
都
市
の
骨
格
構
造 

総合病院 

水と緑に親しむ暮らし 
①誘導すべき 

都市活動 

 

基本的な 

イメージ 

都会的で洗練された暮らし 地域に密着した便利な暮らし 

上記の考え方を踏まえて誘導区域の設定を行います 

居住誘導区域       ： 原則、居住ゾーンに設定 

都市機能誘導区域     ： 居住誘導区域内の中心拠点に設定 

④誘導区域設定の

考え方 

新しい形の住工共生 立地をいかした工業 快適でゆとりのある暮らし 

バスの利用により、市内 3 駅のほか、 

JR 武蔵野線武蔵浦和駅、都営三田線

西高島平駅、東京メトロ有楽町線 

成増駅等へもアクセスできる 

都会的で洗練された暮らしを

誘導するゾーン 

各鉄道駅の徒歩圏の市街地 

居住ゾーン 住工共生ゾーン 工業ゾーン 

地域に密着した便利な暮らし

を誘導するゾーン 

上戸田、下戸田、中町、喜沢等 

水と緑に親しむ暮らしを 

誘導するゾーン 

新大宮バイパスの西側 

日常的に利用する商業施設（地域の商店等） 

敷地にゆとりのある戸建住宅 

文化・行政拠点 ：文化的な都市活動や行政サービス向上に資する機能を備えた拠点 
工業拠点    ：広域交通網に近接し、工業機能が集積した拠点 
緑の拠点    ：市を代表する緑地空間である荒川へのアクセス拠点 
水辺の拠点   ：荒川の水辺空間における結節点となる拠点 
交通拠点    ：鉄道、バスなどの公共交通が集中している交通結節点 

サービス付き高齢者向け住宅等 

快適でゆとりのある暮らしを

誘導するゾーン 

本町、新曽、笹目、美女木等 

立地をいかした工業を 

保全するゾーン 

大字美女木、笹目北町、新曽南、川岸等 

新しい形の住工共生を 

図るゾーン 

美女木、笹目、氷川町、新曽南等 

ＪＲ埼京線とＪＲ京浜東北線に 

アクセスしやすい 

操業環境に配慮した住宅 

日常的に利用する商業施設（スーパー、コンビニ等） 

銀行・郵便局 

教
育

支
援 

笹目川の親水空間や川沿いの 

遊歩道、戸田公園等のゆとりある 

空間がある 

職住が近接している 操業環境を妨げない環境 

広域交通基盤（東京外かく環状道路、 

新大宮バイパス等）に近い 

環
境 

子
育
て
支
援 

工
業 

環
境 

住
ま
い 
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図２－５ 目指すべき都市の骨格構造 
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図２－６ 目指すべき都市の骨格構造（基幹的な公共交通軸） 
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第３章 課題解決のための施策・誘導方針 

 

１ 基本的な考え方 

前章までに整理した本市における「都市の現状及び課題」、「まちづくりの目標及び方針並びに

目指すべき都市の骨格構造」を踏まえ、本市が抱える課題を解決するための施策・誘導方針を定

めます。 

市民の暮らしやすさを向上させるため、広域を対象とする都市機能を中心拠点に誘導するとと

もに、中心拠点を核とした公共交通ネットワークの形成を図ります。 

また、市内全域で画一的な施策を講じるのではなく、今後の人口減少、急速な高齢化の進展を

見据えて、持続可能な都市経営の観点にも留意しながら、各ゾーンにおけるライススタイル、ラ

イフステージ等に応じて、適切な施策を実施していきます。 

 

２ 施策・誘導方針 

第２章に示したまちづくりの方針に対応した、施策・誘導の方針を次のとおり整理します。 

 

①拠点ごとに特色ある活力とにぎわいの創出 

 ～人々が集い、市全体の魅力向上につながるまちづくり～ 

（a）中心拠点としての利便性を高め、にぎわい、交流が生まれる施設の誘導 

現在、鉄道３駅周辺の中心拠点は明確な役割、機能が分担されておらず、各中心拠点の特徴が

見出しにくい状況にあります。そこで、市民の利便性を高めるために、中心拠点ごとの役割、機

能を設定した上で、それぞれの中心拠点にふさわしいにぎわいや交流を創出させる商業、医療・

福祉、文化、行政施設等を適切に誘導し、集積させていきます。また、そのために必要に応じて

適切に土地利用を誘導します。 

（b）既存ストック、公有地等の有効活用 

官民連携による中心拠点の整備、都市機能の誘導に向けて、空き店舗等の既存ストックや公有

地を有効に活用します。 

（c）魅力ある中心拠点形成に向けた景観づくりの推進 

施設等の整備、誘導等と併せて、それぞれの拠点において、戸田市の顔となる空間づくり、景

観づくりを推進します。 

 

②それぞれの地域の特徴をいかした都市環境の向上 

 ～誰もが多様な暮らし・活動を実現できる環境づくり～ 

（a）住み続けたいと思える住環境の整備 

市民がいつまでも住み続けたいと思える住環境を実現するために、市内の各ゾーンで想定され

るライフスタイル、ライフステージ等に適した住宅を誘導するとともに、空き家の利活用に向け

たマッチング等の仕組みを構築します。また、必要に応じて適切に土地利用を誘導します。 
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また、荒川の水辺空間、公園等市内の自然環境等とのネットワークを形成し、水や緑を身近に

感じられる環境をつくります。 

（b）子育てしやすい環境の整備 

若い世代に選ばれているという本市の強みを今後とも継続していくため、子育てしやすい環境

の充実に向けて、既存の子育て支援サービス、地域の共助の仕組みづくりなど、継続的な支援を

強化します。 

（c）地域包括ケアシステムの構築の実現に向けた生活を支える施設やサービスの維持・充実 

医療・福祉等の生活支援施設やサービスを維持するとともに充実を図ります。 

（d）工業の保全と適切な住工共生の推進 

安定した税収、雇用等の面において、市の存立基盤である工業の保全に向けた事業所の誘導・

需給マッチングを進めるとともに、住環境との調和に向けた取組を進めます。 

 

③多様な交通手段による移動性の向上 

 ～生活の質の向上を支える交通環境づくり～ 

（a）公共交通が利用しやすい環境の整備 

公共交通等による移動性を高めるため、交通拠点における鉄道、バス、自転車等乗り継ぎ機能

等を強化し、市内全域で公共交通が利用しやすい環境を整備します。 

（b）徒歩・自転車で行動したくなる快適な移動空間の整備 

地形が平坦な本市の特徴をいかし、自動車に過度に依存せず、徒歩や自転車により移動しやす

い環境づくりに向けて、歩行者と自転車が分離されるなど安全で快適な移動空間を整備します。

また、公園や広場、交流施設など、外出のきっかけとなる施設を回遊できる歩行者・自転車のネ

ットワークを形成します。 

（c）公共交通の利用促進に向けたモビリティマネジメントの推進 

利用者を増加させるため、公共交通に対する市民の関心・理解を高めるなどのモビリティマネ

ジメントを進めます。 
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これまでに示した「戸田市の課題」「まちづくりの目標」「まちづくりの方針」「施策・誘導方針」つながりを図３-１のとおり示します。 

 

 

図３－１ 課題解決のための施策・誘導方針の概要 

 

 

 

 

 

戸田市の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくり 

の方針 

 

 

 

 

 

 

 

施策・ 

誘導方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心拠点としての利便性を高め、にぎわい、交流が生まれる施設の

誘導 

・市民の利便性を高めるために、中心拠点ごとの役割や機能を適

切に定めた上で、各中心拠点に広域を対象とする商業、医療・

福祉、文化、行政施設等を適切に誘導する。 

・中心拠点形成に向けて、必要に応じて土地利用を誘導する。 

既存ストック、公有地等の有効活用 

・官民連携による中心拠点の整備、都市機能の誘導に向けて、空

き室等の既存ストックや公有地を有効に活用する。 

魅力ある中心拠点形成に向けた景観づくりの推進 

・施設等の整備、誘導等とあわせて、戸田市の顔としての空間づ

くり、景観づくりを推進する。 

 

 

公共交通が利用しやすい環境の整備 

・公共交通等による移動性を高めるため、交通拠点における鉄道、

バス、自転車等乗り継ぎ機能等を強化し、市内全域で公共交通

が利用しやすい環境を整備する。 

徒歩・自転車で行動したくなる快適な移動空間の整備 

・徒歩や自転車で移動しやすい環境づくりに向けて、歩行者と自

転車が分離された安全で快適な移動空間を整備する。 

・公園や広場、交流施設など、外出のきっかけとなる施設を回遊

できる歩行者・自転車のネットワークを形成する。 

公共交通の利用促進に向けたモビリティマネジメントの推進 

・利用者を増加させるため、公共交通に対する市民の関心・理解

を高めるなどのモビリティマネジメントを進める。 

 

 

住み続けたいと思える住環境の整備 

・ゾーンごとのライフスタイル等に適した住宅を誘導する。 

・空き家の利活用に向けたマッチング等の仕組みを構築する。・市内の自然環境、公園等との

ネットワークを形成する。 

・住環境整備のために、必要に応じて土地利用を誘導する。 

子育てしやすい環境の整備 

・子育てしやすい環境の充実に向けて、既存の子育て支援サービス、地域の共助の仕組みづ

くり等、継続的な支援を強化する。 

地域包括ケアシステムの構築の実現に向けた生活を支える施設やサービスの維持・充実 

・医療・福祉等の生活支援施設やサービスを維持するとともに充実を図る。 

工業の保全と適切な住工共生の推進 

・市の存立基盤である工業の保全に向けた事業所の誘導・需給マッチングを進めるとともに、

住環境との調和に向けた取組を進める。 

 

まちづくりの目標   「都市環境と自然環境が調和した生活の質を高めるまちづくり」 

拠点ごとに特色ある活力とにぎわいの創出 

～人々が集い、市全体の魅力向上につながるまちづくり～ 

・拠点ごとの役割等を定め、それらに応じて、広域を対象とする

拠点的な都市機能を充実させる。 

・各拠点において、市の中心として相応しいにぎわいや魅力づく

りを進める。 

 

 

それぞれの地域の特徴をいかした都市環境の向上 

～誰もが多様な暮らし・活動を実現できる環境づくり～ 

・それぞれの地域が有する現在の利便性を維持しつつ、ライフスタイルやライフステージに

応じた暮らしを支える住環境をつくる。 

・引き続き、子育て層の転入を促進するため、子育てしやすい環境をつくる。 

・普段の生活が健康づくりにつながる環境をつくる。・工業系の土地利用を主とする地域につ

いて、操業環境の維持・向上を進める。 

・水や緑を感じられる環境をつくる。 

多様な交通手段による移動性の向上 

～生活の質の向上を支える交通環境づくり～ 

・市内のどこからでも、様々な交通手段で移動できるネットワー

クを形成する。 

・市外にアクセスしやすい公共交通ネットワークの維持・向上を

進める。 

 

 

［広域を対象とする都市機能が集積した個性ある拠点の形成］ 

・駅周辺の拠点は、鉄道やバスをはじめとする多様な手段により

市内全域から移動しやすい。 

・それぞれの駅周辺には病院、大型商業施設などの施設が立地し

ているが、駅ごとの個性や特色に乏しい。 

⇒現在の利便性の高さを維持しつつ、広域を対象とする都市機能

が集積した個性ある拠点を形成する必要がある。 

 

［ニーズに応じた活動的な生活が実現できるまちづくり］ 

・人口は増加傾向にあるが、2035年をピークに減少に転じ、高齢化も急速に進行していく。 

・人々の生活に関する価値観の多様化により、居住や活動のニーズも多岐にわたっている。 

・日常生活に必要な利便施設の多くは市内に広く立地している。 

⇒地域ごとに、個々のニーズに応じた活動的に生活できるまちづくりを進める必要がある。 

 

 

 

［自家用車に過度に依存しない交通環境の形成］ 

・近年は、自家用車に過度に依存しない人が増加している。 

・市内を徒歩や自転車で移動する人が多い。 

・高齢化の進展も踏まえると、公共交通の役割はさらに重要にな

る。 

⇒自家用車以外の交通手段によるアクセス性向上に向けた交通

環境を形成する必要がある。 
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これまでに示した「まちづくりの目標」「まちづくりの方針」「施策・誘導方針」に基づき、施

策を実施していく上での市街地空間における展開イメージと、それらにより実現される目指すま

ちの姿を表現したイメージ図を以下に示します。 

 

図３－２ 本計画が目指すまちのイメージ図 
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第４章 居住誘導区域 

 

 

１ 居住誘導区域設定の考え方 
 

（１）居住誘導区域とは 

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することに

より、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域であ

り、都市再生特別措置法第 81条第２項第２号に位置づけられています。居住誘導区域は、市街

化区域内に設定することができます。 

また、居住誘導区域内において、商業、医療・福祉等の都市機能を誘導・集積し、各種サー

ビスの効率的な提供を図る都市機能誘導区域を定めることになります（都市機能誘導区域につ

いては、「第５章 都市機能誘導区域及び誘導施設」を参照）。 

 

図４－１ 誘導区域等のイメージ図（再掲） 

 

出典：改正都市再生特別措置法等について（平成 27 年、国土交通省都市局都市計画課） 

 

 

（２）居住誘導区域設定の考え方 

「第２章 まちづくりの目標及び方針並びに目指すべき都市の骨格構造」において設定し

たまちづくりの方針等を踏まえ、次に掲げる都市活動を支えるための市街地環境の形成が可

能な地域を、居住誘導区域に位置づけます（図４－２）。 

・現在の利便性を維持しながらもライフスタイルやライフステージに応じた暮らしを支え

る住環境 

・子育て層の転入を促進するための子育てしやすい環境 

・普段の生活が健康づくりにつながる環境 

・水や緑を感じられる環境 
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その上で、次の視点から居住誘導区域の設定に関する基本的な考え方を整理し、総合的に

判断して居住誘導区域を設定します。 

①目指すべき都市活動等が実現できる区域（土地利用） 

②将来の人口分布を踏まえた適切な区域 

③公共交通の利便性を踏まえた区域 

④災害等への対応を踏まえた区域 
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図４－２ 居住誘導区域等設定の流れ 

 

戸田市の課題 

まちづくりの方針 

誘導区域の考え方 

まちづくりの目標 

都市環境と自然環境が調和した生活の質を高めるまちづくり 

拠点ごとに特色ある活力とに

ぎわいの創出 

～人々が集い、市全体の魅力向

上につながるまちづくり～ 

・拠点ごとの役割等を定め、そ

れらに応じて、広域を対象と

する拠点的な都市機能を充

実させる。 

・各拠点において、市の中心と

して相応しいにぎわいや魅

力づくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれの地域の特徴をいか

した都市環境の向上 

～誰もが多様な暮らし・活動

を実現できる環境づくり～ 

・現在の利便性を維持しつつ、

ライフスタイルやライフス

テージに応じた暮らしを支

える住環境をつくる。 

・引き続き、子育て層の転入を

促進するため、子育てしやす

い環境をつくる。 

・普段の生活が健康づくりに

つながる環境をつくる。 

・工業系の土地利用を主とす

る地域について、操業環境の

維持・向上を進める。 

・水や緑を感じられる環境を

つくる。 

多様な交通手段による移動性

の向上 

～生活の質の向上を支える交

通環境づくり～ 

・市内のどこからでも、様々な

交通手段で移動できるネッ

トワークを形成する。 

・市外にアクセスしやすい公

共交通ネットワークの維持・

向上を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

［広域を対象とする都市機能

が集積した個性ある拠点の形

成］ 

⇒現在の利便性の高さを維

持しつつ、広域を対象とす

る都市機能が集積した個

性ある拠点を形成する必

要がある。 

［ニーズに応じた活動的な生

活が実現できるまちづくり］ 

⇒地域ごとに、個々のニーズ

に応じた活動的に生活で

きるまちづくりを進める

必要がある。 

 

 

［自家用車に過度に依存しな

い交通環境の形成］ 

⇒自家用車以外の交通手段

によるアクセス性向上に

向けた交通環境を形成す

る必要がある。 

 

 

①広域からの利用が見込まれ

る都市機能が、既に一定程度

充足している区域 

②鉄道、路線バスなど公共交通

網が集中している区域 

③おおむね徒歩圏内で構成さ

れる区域 

 

 

①目指すべき都市活動等が

実現できる区域（土地利

用） 

②将来の人口分布を踏まえ

た適切な区域 

③公共交通の利便性を踏ま

えた区域 

④災害等への対応を踏まえ

た区域 

・拠点間、各拠点と居住

誘導区域を結ぶ公共交

通ネットワークを維

持、拡充することによ

り、居住誘導区域内の

どこに居住しても、多

様な生活サービスが享

受でき、都市活動が行

える都市構造を実現 

［都市機能誘導区域］ ［居住誘導区域］ ［公共交通］ 
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①目指すべき都市活動等が実現できる区域（土地利用） 

【基本的な考え方】 

「第２章 まちづくりの目標及び方針並びに目指すべき都市の骨格構造」において整理し

た、都市活動に応じたゾーニングや目指すべき都市の骨格構造（図４－３）を実現するため

に必要な地域を居住誘導区域に設定するものとします。 

 

【居住誘導区域の考え方】 

各ゾーンのうち、居住系のゾーンについては居住誘導区域に含めることとします。また、

「新しい形の住工共生を図るゾーン」についても基本的に居住誘導区域に含めることとしま

す。ただし、工業系土地利用の割合（図４－４）を踏まえて、新たに居住を誘導することが

望ましくないと考えられるエリアについては、居住誘導区域に含めず、既存の工業との共生

を推進していくこととします。 

「立地をいかした工業を保全するゾーン」については、工業を中心とする現在の土地利用

を維持していくことを前提とし、居住誘導区域に含めないこととします。 

市内に分布する近隣公園等の都市計画公園、緑地、生産緑地など、規模の小さな緑地、農

地については、居住誘導区域に含めることとします。 

一方、県営戸田公園については、敷地規模が大きいことから、原則として居住誘導区域か

ら除外することを基本とします。しかしながら、一部のエリアについては、現状で宅地とし

て利用されており、公園の拡張が長期的に未整備状態であり、かつ整備着手までに長期間を

要することが想定されています。このようなことから、既に宅地利用されているエリアにつ

いては居住誘導区域に含めることとします。 
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図４－３ 目指すべき都市の骨格構造図（再掲、ゾーニングの考え方等については「第２章 ２ 目指すべき都市の骨格構造」を参照） 

 

   （全体像）                                               （基幹的な公共交通軸） 
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図４－４ 工業系用途地域の地区類型（工業系土地利用の割合） 

 

※戸田市土地利用調整方針（平成 28 年８月策定）において、工業系用途地域のうち工業系土地利用

の割合が 70％を超える市街地について「工業系土地利用の維持・保全に向けた土地利用制度の活

用」を図るべきと位置づけている。 

出典：戸田市土地利用調整方針調査検討業務報告書（平成 28 年３月、戸田市） 

 

  

工業系用途地域の地区類型

（工業系土地利用の割合）

 　Ａ　　７０％以上

 　Ｂ　　３０％以上 -７０％未満

 　Ｃ　　３０％未満

　 Ｄ　　その他

0         0.5        1km 
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②将来の人口分布を踏まえた適切な区域 

【基本的な考え方】 

将来における人口規模の維持を基本とし、人口分布予測を踏まえた上で居住誘導区域を設

定するものとします。 

【居住誘導区域の考え方】 

本市の人口は 2035 年まで増加傾向で推移し、その後は減少に転じますが、2060 年において

も、現在とほぼ同等の人口規模が維持されると予測されています。 

詳細な人口分布（図４－５）においては、2060 年においても、大半の地域が人口集中地区※

（DID）設定基準のひとつである 40人/ha を上回る人口密度を維持しますが、一部の地域では

これを下回ります。 

居住誘導区域は、将来にわたって一定の人口密度が確保された地域を対象とすることとし

て、2060 年において 40人/ha 以上の人口密度が維持されるエリアを中心に設定し、40人/ha

未満が連担しているエリアは区域に含めないことを基本とします。ただし、人口密度が 40 人

/ha 未満が連担しているエリアのうち、目指すべき都市の骨格構造において必ずしも高い人口

密度を前提としていない「水と緑に親しむ暮らしを誘導するゾーン」や「新しい形の住工共

生を図るゾーン」については、人口密度が低いことを理由に区域から外さないこととしま

す。 

 

※人口集中地区：人口密度が 40 人/ha 以上の基本単位区（国勢調査の最小集計単位）等が互いに

隣接して、その区域における人口の合計が 5,000 人以上である地区 

 

図４－５ 2060 年時点の人口分布状況（総人口、再掲） 

 

国勢調査（平成 22 年・27 年、総務省）、埼玉県保健統計年報（平成 22～26 年、埼玉県）を基に作成 

市街化区域に占める面積割合 

人口密度 40 人/ha 未満（0 人/ha 除く）：約 20％ 

人口密度  0 人/ha                   ：約 10％ 
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③公共交通の利便性を踏まえた区域 

【基本的な考え方】 

自家用車に過度に依存せず、多様な交通手段により移動しやすい環境形成を実現するため

に、市内の公共交通（鉄道、路線バス、toco バス）による利便性を踏まえ、居住誘導区域に

設定するものとします。 

 

【居住誘導区域の考え方】 

本市は、荒川沿い及び美女木の一部の地域を除き、おおむね公共交通機関の徒歩圏に入っ

ていますが、笹目、美女木の一部等のバスの運行回数が 30回未満/日の圏域となっている区

域は、公共交通の視点からは居住誘導区域に含まないとすることも考えられますが、既に多

くの人が居住している地区も含まれていることから、現在の土地利用、人口密度、都市の骨

格構造における位置づけなど、公共交通以外の視点も踏まえて区域に含めるか判断します。 

 

図４－６ 公共交通機関の徒歩圏（再掲） 

 
国土数値情報（平成 27 年時点、国土交通省）、都市構造の評価に関するハンドブック（平成 26 年、国土

交通省）を基に作成 

 

下笹目バスターミナル 

北戸田駅 

戸田駅 

戸田 
公園駅 

蕨駅 

鉄道駅から半径800ｍ圏域

運行回数30回以上/日のバス停から半径300ｍ圏域

運行回数30回未満/日のバス停から半径300ｍ圏域

バス停（市内）

バス停（市外）

公共交通機関までの徒歩圏域 バス停

30回以上/日

30回以上/未満

バス運行回数
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④災害等への対応を踏まえた区域 

【基本的な考え方】 

都市計画運用指針において、土砂災害特別警戒区域、津波災害特別警戒区域、急傾斜地崩

壊危険区域など、災害の発生のおそれがある区域は、原則居住誘導区域に含めないと示され

ていますが、本市においてはこれらに該当する区域はありません。しかし、河川はん濫や火

災等による災害発生の可能性はあることから、これらのおそれがある区域については、災害

リスク、避難体制、災害を防止し、又は軽減するための施設の整備状況や整備の見込み等を

総合的に勘案して、居住誘導区域を設定するものとします。 

 

【居住誘導区域の考え方】 

（ａ）水害（外水はん濫） 

本市は、全域が水防法に基づく、荒川による外水はん濫を想定した浸水想定区域に指定さ

れていますが（図４－７）、外水はん濫に対しては、次のような対策を行っていることか

ら、災害リスクが軽減されていると判断し、浸水想定区域であることを理由に居住誘導区域

から外さないこととします。 

・ハザードブックの配布、防災情報メールをはじめとした事前に住民に避難を促し早急に

避難できる体制の確立 

・全市を対象とする総合防災訓練や自主防災会等による防災訓練の定期的な実施 

 

図４－７ 荒川流域 浸水想定区域図（想定最大規模、再掲） 

 

荒川水系洪水浸水想定区域（平成 28 年度、荒川上下流河川事務所）を基に作成 

想定浸水深 
荒川堤防（左岸） 
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（ｂ）水害（内水はん濫） 

最大降雨時における市内の浸水深は、笹目川沿いなどの一部地域を除き 0.5ｍ未満となっ

ており、床下浸水に止まると想定されています（図４－８）。 

また、（ａ）「水害（外水はん濫）」において示した対策の他、これまでの内水による浸水

被害の発生地区を中心として、雨水調整池、雨水貯留施設、公共下水道（雨水）の整備や学

校グラウンドにおける雨水浸透施設の整備など、内水による浸水被害に対する対策を進めて

いることから、災害リスクの軽減が図られていると判断し、内水による浸水を理由に居住誘

導区域から外さないこととします。 

 

図４－８ 内水による浸水の想定（再掲） 

 

戸田市ハザードブック（平成 29 年４月、戸田市）を基に作成 

凡例 

1.0ｍ以上 

0.5～1.0ｍ 

0.2～0.5ｍ 

0.2ｍ未満 

道路冠水実績 

想定浸水深 
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（ｃ）火災 

本市は、市域全体でみると比較的建物の密集度が低く、都市計画道路、鉄道、河川等の延

焼遮断帯が形成されており、広域への火災延焼の可能性が小さい都市と言えます。 

一方、市内の一部には、火災が発生した場合に周辺への延焼拡大のおそれがある地域（延

焼クラスター）が残っていますが（図４－９）、次のような対策を行っていることから、延

焼拡大のおそれがある地域についても居住誘導区域に含めることとします。 

・市内７箇所に消防分団が設置され、火災等への早期対応が可能 

・全市を対象とする総合防災訓練や自主防災会等による防災訓練の定期的な実施 

 

図４－９ 延焼クラスター内建物数 

 

出典：戸田市都市計画防災方針に係る参考資料（平成 24 年３月、戸田市） 
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（参考）都市計画運用指針における居住誘導区域設定の考え方 

都市計画運用指針において、居住誘導区域は、都市全体における人口や土地利用、交通や

財政の現状及び将来の見通しを勘案しつつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確

保し、地域における公共投資や公共公益施設の維持運営などの都市経営が効率的に行われる

よう定めるべきとされています。また、居住誘導区域設定に関して以下の考え方が示されて

います。 

①居住誘導区域に含めることが考えられる区域 

・都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域 

・都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができ、都

市の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域 

・合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度集積している区域 

②居住誘導区域外とすることが考えられる区域 

（ａ）法令の規定により居住誘導区域に含めない区域 

・市街化調整区域 

・災害危険区域のうち、住宅の建築が禁止されている区域 

・農用地区域、採草放牧地の区域等 

・国立公園・国定公園内の特別地域、保安林の区域（予定森林含む）、原生自然環境保全

地域、自然環境保全地域内の特別地区、保安施設地区（予定地区含む） 

（ｂ）原則として、居住誘導区域に含めない区域 

・土砂災害特別警戒区域 

・津波災害特別警戒区域 

・災害危険区域 

・地すべり防止区域 

・急傾斜地崩壊危険区域 

（ｃ）災害リスク、警戒避難体制の整備状況、災害を防止し、又は軽減するための施設の整備

状況や整備見込み等を総合的に勘案し、居住を誘導することが適当ではないと判断される

場合に、原則として、居住誘導区域に含めない区域 

・土砂災害警戒区域 

・津波災害警戒区域 

・浸水想定区域 

・都市洪水想定区域及び都市浸水想定区域 

・土砂災害警戒区域等における基礎調査、津波浸水想定における浸水の区域及びその他の

調査結果等により判明した災害発生のおそれのある区域 

（ｄ）将来にわたり保全することが適当な農地等、居住誘導区域設定の際に留意すべき区域 

・生産緑地地区 

都市計画運用指針第８版（平成 29 年６月、国土交通省）を基に作成 
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２ 居住誘導区域の設定 
 

「１ 居住誘導区域設定の考え方」において整理した、各視点での区域設定の考え方を踏ま

え、本市における居住誘導区域を図４－10のとおり設定します。また、居住誘導区域の面積等は

表４－１に示すとおりです。 

なお、区域界については、次のような地形地物等を基に設定します。 

○河川、幹線道路※等の地形地物 

○土地区画整理事業、地区計画等の区域界 

※第２次戸田市都市マスタープランに位置づけられている広域幹線道路、主要幹線道路、補助幹

線道路 

 

表４－１ 居住誘導区域の諸元 

 市街化区域 居住誘導区域 

面積（2015 年） 1,337ha 
約 1,086ha 

（市街化区域の約 81％） 

人口（2015 年） 136,150 人 
約 124,000 人 

（市街化区域の約 91％） 

人口密度 102 人/ha 114 人/ha 

国勢調査（平成 27 年、総務省）を基に作成 
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図４－10 居住誘導区域図 
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３ 届出制度 
 

（１）届出制度の目的 

本計画における住宅等に関する届出制度は、居住誘導区域外における住宅開発等の情報の把

握を目的とした制度であり、都市再生特別措置法第 88条第１項に位置づけられています。 

この届出制度に関する内容は、宅地建物等の取引における重要事項説明の対象となります。 

 

（２）届出の対象となる行為 

居住誘導区域外において、次に示す行為を行う場合は、原則として届出が必要となります。 

【開発行為】 

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が 1,000 ㎡以上のもの 

③住宅以外で、人の居住の用に供する建築物として条例で定めたものの建築目的で行う開発

行為（例：寄宿舎、有料老人ホーム 等） 

【建築等行為】 

①３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

②人の居住の用に供する建築物として条例で定めたものを新築しようとする場合（例：寄宿

舎、有料老人ホーム 等） 

③建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して住宅等（①、②）とする場合 

 

図４－11 届出対象となる行為のイメージ 

 

改正都市再生特別措置法等について（平成 27 年、国土交通省）を基に作成 

開発行為 建築等行為  

 

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、その

規模が 1,000 ㎡以上のもの 

③住宅以外で人の居住の用に供する建築物として条

例で定められたものの建築目的で行う開発行為 

 （寄宿舎、有料老人ホーム 等） 

 

①の例示：３戸の開発行為・・・届出必要 

 

 

 

②の例示：1,300 ㎡１戸の開発行為 

            ・・・届出必要 

 

 

 

    ：800 ㎡２戸の開発行為 

            ・・・届出不要 

 

 

 

①３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

②人の居住の用に供する建築物として条例で定めた

ものを新築しようとする場合 

 （寄宿舎、有料老人ホーム 等） 

③建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して住宅

等（①、②）とする場合 

 

①の例示：３戸の建築行為・・・届出必要 

 

 

 

    ：１戸の建築行為 

            ・・・届出不要 
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（３）届出の時期 

開発行為、建築等行為に着手する 30 日前までに行う必要があります。 

 

（４）届出への対応 

届出を受けた場合、届出者に対して次のような調整等を行います。 

・居住誘導区域内への立地に関する施策の情報提供 

・当該開発行為等により支障が生じると判断した場合の、居住誘導区域内での立地、開発

行為等の中止等の調整 

これらの調整等が不調に終わった場合には、届出者に対して、居住誘導区域内への立地等を

勧告し、さらに必要がある場合は、居住誘導区域内の土地取得のあっせん等を行います。 

 

（５）届出の適用除外 

届出の対象行為のうち、適用除外となる開発行為、建築等行為については、条例において定

めるものとし、例として「同一の土地における建替え等の一定の行為」が考えられます。 
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第５章 都市機能誘導区域及び誘導施設 

 

 

１ 都市機能誘導区域設定の考え方 
 

（１）都市機能誘導区域とは 

都市機能誘導区域は、一定の区域とその区域へ誘導したい機能について、当該区域内の具体

的な場所は問わずに、生活利便施設の誘導を図るものであり、都市再生特別措置法第 81条第２

項第３号に位置づけられています。また、都市機能誘導区域は原則として居住誘導区域に設定

することとされています。 

都市機能誘導区域を設定することにより、広域を利用対象とした生活利便施設（医療・福祉

施設、商業施設、行政施設等）の立地を適切に誘導・集積させ、生活サービス機能を将来にわ

たり維持・強化します。 

 

図５－１ 誘導区域等のイメージ図（再掲） 

 

出典：改正都市再生特別措置法等について（平成 27 年、国土交通省都市局都市計画課） 

 

（２）都市機能誘導区域設定の考え方 

広域からの利用が見込まれる都市機能については、市内各地からアクセスしやすい市の拠点

となるエリアに集積し、併せて公共交通の充実を図ることにより、市全体の利便性、活力の向

上を図っていくことを目指します。 

その上で、次の視点から本市の都市機能誘導区域の考え方を整理し、これらを総合的に判断

して都市機能誘導区域を設定します。 

①広域からの利用が見込まれる都市機能が既に一定程度充足している区域 

②公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

③おおむね徒歩圏内で構成される区域 
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図５－２ 都市機能誘導区域等設定の流れ 

 

戸田市の課題 

まちづくりの方針 

誘導区域の考え方 

まちづくりの目標 

都市環境と自然環境が調和した生活の質を高めるまちづくり 

拠点ごとに特色ある活力とに

ぎわいの創出 

～人々が集い、市全体の魅力向

上につながるまちづくり～ 

・拠点ごとの役割等を定め、そ

れらに応じて、広域を対象と

する拠点的な都市機能を充

実させる。 

・各拠点において、市の中心と

して相応しいにぎわいや魅

力づくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれの地域の特徴をいか

した都市環境の向上 

～誰もが多様な暮らし・活動

を実現できる環境づくり～ 

・現在の利便性を維持しつつ、

ライフスタイルやライフス

テージに応じた暮らしを支

える住環境をつくる。 

・引き続き、子育て層の転入を

促進するため、子育てしやす

い環境をつくる。 

・普段の生活が健康づくりに

つながる環境をつくる。 

・工業系の土地利用を主とす

る地域について、操業環境の

維持・向上を進める。 

・水や緑を感じられる環境を

つくる。 

多様な交通手段による移動性

の向上 

～生活の質の向上を支える交

通環境づくり～ 

・市内のどこからでも、様々な

交通手段で移動できるネッ

トワークを形成する。 

・市外にアクセスしやすい公

共交通ネットワークの維持・

向上を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

［広域を対象とする都市機能

が集積した個性ある拠点の形

成］ 

⇒現在の利便性の高さを維

持しつつ、広域を対象とす

る都市機能が集積した個

性ある拠点を形成する必

要がある。 

［ニーズに応じた活動的な生

活が実現できるまちづくり］ 

⇒地域ごとに、個々のニーズ

に応じた活動的に生活で

きるまちづくりを進める

必要がある。 

 

 

［自家用車に過度に依存しな

い交通環境の形成］ 

⇒自家用車以外の交通手段

によるアクセス性向上に

向けた交通環境を形成す

る必要がある。 

 

 

①広域からの利用が見込ま

れる都市機能が、既に一定

程度充足している区域 

②鉄道、路線バスなど公共交

通網が集中している区域 

③おおむね徒歩圏内で構成

される区域 

 

 

①目指すべき都市活動等が実

現できる区域（土地利用） 

②将来の人口分布を踏まえた

適切な区域 

③公共交通の利便性を踏まえ

た区域 

④災害等への対応を踏まえた

区域 

 

 

・拠点間、各拠点と居住

誘導区域を結ぶ公共交

通ネットワークを維

持、拡充することによ

り、居住誘導区域内の

どこに居住しても、多

様な生活サービスが享

受でき、都市活動が行

える都市構造を実現 

［都市機能誘導区域］ ［居住誘導区域］ ［公共交通］ 
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①広域からの利用が見込まれる都市機能が、既に一定程度充足している区域 

生活利便施設（表５-１）のうち、広域からの利用が見込まれる施設が既に立地しているエ

リアを中心に都市機能誘導区域に含めることとします。 

 

②公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

市内各地からアクセスしやすいエリアを都市機能誘導区域として定めるものとし、鉄道、

路線バス及びコミュニティバス（toco バス）等の公共交通ネットワークが集中している鉄道

３駅を中心とするエリアが該当します。 

 

③おおむね徒歩圏内で構成される区域 

区域の規模は、区域内を徒歩により移動できる範囲とし、最大半径 800ｍのエリア内で設定

することとします。 

 

 

（参考）都市計画運用指針における都市機能誘導区域設定の考え方 

都市計画運用指針においては、医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠

点に誘導し集積することにより、これらの各種サービスの効率的な提供が図られるよう定め

るべきとされています。また、都市機能誘導区域設定に関して次の考え方が示されていま

す。 

 

①都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積する区域 

②都市機能が一定程度充実している区域 

③公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

なお、区域の規模は、一定程度の都市機能が充実している範囲かつ徒歩や自転車等によりそれ

らの間を容易に移動できる範囲とする。 

都市計画運用指針第８版（平成 29 年６月、国土交通省）を基に作成 
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表５－１ 生活利便施設 

生活利便施設 

概要 

日常生活
圏で提供
されるこ
とが望ま
しい施設 

広域から
の利用が 
見込まれ
る施設 

機能 施設 

医療 

病院 
・総合的な医療サービスを受けることがで
きる施設（病床数 20 床以上、入院施設含
む） 

 ○ 

診療所（内科、歯科
等） 

・日常的な診療や処方箋を受けることがで
きる施設 

○  

介護福祉 

総合福祉センター 
・高齢者福祉の指導、相談の窓口や活動の拠
点となる施設 

 ○ 

地域包括支援セン
ター 

・高齢者が地域で生きがいを持って自立し
た生活を送れるような住まい方や活動が
できる施設 

・支援が必要な高齢者が介護や見守り、生活
支援等のサービスを受け、安心して暮ら
し続けることができる施設 

○  

デイサービスセン
ター 

○  

サービス付高齢者
向け住宅 

○  

介護保険等サービ
ス施設（入所・入居
系） 

○  

子育て支援 

子育て総合支援セ
ンター 

・市民を対象とした児童福祉に関する指導、
相談の窓口や活動の拠点となる施設 

 ○ 

子育て支援センタ
ー 

・子どもを持つ世代が日々の子育てに必要
なサービスを受けることができる施設 

○  

保育園・幼稚園等 ○  

一時預かり ○  

健康増進 

フィットネスクラ
ブ・スポーツジム
等 

・健康寿命を延伸させ介護予防や健康増進
に資する施設 

○  

地域交流 集会所、公民館 

・今後、さらに高齢化が進む中で高齢者の健
康増進や地域のコミュニティ育成につな
がる施設 

○  

教育・文化 

図書館（本館） 
・市民を対象とした教育文化・スポーツ等の
サービスの拠点となる施設 

 ○ 

文化・スポーツ施
設 

 ○ 

小学校・中学校 
・日常生活を営む上で必要となる公的な教
育サービスを受けることができる施設 

○  

商業 

大規模商業施設 ・時間消費型のショッピングニーズなど、
様々なニーズに対応した買い物、食事を提
供する施設 

 ○ 

商店街（店舗） ○ 
 
 

食品スーパー 
・日々の生活に必要な生鮮品、日用品等の買
いまわりができる施設 

○  

コンビニエンスス
トア 

○  

行政 

市役所（本庁舎） ・中枢的な行政施設  ○ 

支所等 
・日常生活を営む上で必要となる行政窓口
等 

○  

金融 銀行・信用金庫 
・決済や融資などの金融機能を提供する施
設 

 ○ 

立地適正化計画作成の手引き（平成 29 年４月、国土交通省）、健康・医療・福祉のまちづくり推進ガイド

ライン（平成 26 年８月、国土交通省）を基に作成 
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２ 都市機能誘導区域の設定 
 

第２次戸田市都市マスタープランでは、市内の鉄道３駅を中心とした拠点を配置し、市街地整

備を行いつつ、都市機能と居住の共存を進め、それぞれの特徴をいかした拠点形成を図ることと

しています。 

 

第２次戸田市都市マスタープランで示されている鉄道３駅を中心とした拠点の考え方（再掲） 

○北戸田駅 ：「活気あふれる新生活拠点」に位置づけられており、「住・商・工」の機能が

整った特徴をいかした拠点形成を図る。 

○戸田駅  ：「にぎわいのある交流拠点」に位置づけられており、市役所、文化会館、図書

館、スポーツセンターなど、多くの市民が利用する公共施設が集積している

という特徴をいかした拠点形成を図る。 

○戸田公園駅：「うるおいのある生活拠点」に位置づけられており、駅の徒歩圏内に県営戸田

公園や病院があるという特徴をいかした拠点形成を図る。 

 

この考え方を踏まえ、「第２章 ３ 目指すべき都市の骨格構造」において、３つの鉄道駅を中

心とするエリアを中心拠点に位置づけています。 

 

中心拠点  ・医療・福祉、商業、行政等の広域を対象とする都市機能が集積した拠点 

・市の主要な交通結節拠点であり、機能集積による市全体の利便性向上に資する

地区に定める 

・生活利便性を高める機能はもとより、都市全体の活動を牽引し、都市イメージ

を向上させる機能を備えた拠点 

 

本市の市街化区域は、その８割以上が鉄道駅から２㎞圏内にあり、鉄道３駅を中心とするエリ

アは、中心拠点であるとともに、駅周辺地域の日常生活を支える拠点でもあることから、各拠点

において地域の日常的な生活利便性も確保していくことが必要です。 

以上を踏まえて、「１ 都市機能誘導区域設定の考え方」を基に、本市においては鉄道３駅を中

心とするエリアに対して都市機能誘導区域を設定します。 

なお、区域界については、次のような地形地物等を基に設定します。 

 

○河川、幹線道路※等の地形地物 

○土地区画整理事業、地区計画等の区域界 

※第２次戸田市都市マスタープランに位置づけられている広域幹線道路、主要幹線道路、補助幹

線道路 
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（１）北戸田駅周辺地区 

北戸田駅周辺地区は、飲食店をはじめ小規模な商業施設等の立地が進んでおり、笹目川の西

側には大規模な事業所や高い集客力を有する大規模商業施設が立地しています。また、それら

の周辺は住宅や工業系事業所が立地しています。 

これらを踏まえて、北戸田駅周辺地区の都市機能誘導区域を次のとおり設定します。 

・駅周辺の商業系用途地域を含むエリアとします。 

・工業地域内に立地する大規模商業施設は、市内外から訪れる多くの人々が利用しており、

広域からの利用が見込まれることから、駅周辺と一体的に都市機能誘導区域に含めること

とします。 

 

図５－３ 都市機能誘導区域（北戸田駅周辺地区） 
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（２）戸田駅周辺地区 

戸田駅周辺地区は、駅西口において集客力を有する商業施設が、北大通り沿いに沿道型商業

施設が立地するとともに、公共施設が集積しています。 

これらを踏まえて、戸田駅周辺地区における都市機能誘導区域を次のとおり設定します 

・駅周辺の商業系用途地域を含んだ、広域からの利用が見込まれる施設が集積するエリアを

中心に設定します。 

・戸田駅周辺地区は、公共施設が多く集積する地区であることから、主要な公共施設を含む

エリアを都市機能誘導区域に含めることとします。 

 

図５－４ 都市機能誘導区域（戸田駅周辺地区） 
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（３）戸田公園駅周辺地区 

戸田公園駅周辺地区は、駅構内には多くのテナントが入った商業施設が、駅東側には総合病

院や児童センターが立地している他、国道 17 号沿いには沿道型商業施設が多く立地していま

す。また、地区近傍には、水と緑を身近に感じることができる県営戸田公園が立地していま

す。 

これらを踏まえて、戸田公園駅周辺地区における都市機能誘導区域を次のとおり設定します 

・現在、駅前は住居系用途地域が指定されていますが、第２次戸田市都市マスタープランに

おいて駅を中心とする街区（駅環状道路内）が拠点商業地として位置づけられていること

から、これを中心とするエリアを都市機能誘導区域に含めることとします。 

・駅周辺には、総合病院や児童センターが立地していることから、これらの施設を含むエリ

アを都市機能誘導区域に含めることとします。 

 

図５－５ 都市機能誘導区域（戸田公園駅周辺地区） 
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（４）都市機能誘導区域の設定 

（１）～（３）を踏まえ、都市機能誘導区域を図５－６のとおり設定します。 
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図５－６ 都市機能誘導区域図 

 

北戸田駅周辺地区（約 34ha） 

戸田駅周辺地区（約 78ha） 

戸田公園駅周辺地区（約 40ha） 
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３ 誘導施設設定の考え方 
 

（１）誘導施設とは 

誘導施設とは、都市における居住者の共同の福祉や利便を維持・向上させるために必要な施

設のことであり、都市再生特別措置法第 81条第２項第３号に位置づけられています。 

誘導施設は、都市機能誘導区域内に設定することができる施設であり、当該区域及び都市全

体における都市機能の配置・充足状況を勘案し、誘導すべき施設を設定するものとします。ま

た、当該区域内において誘導施設の立地の際に講じられる支援措置を事前に明示することによ

り、都市機能の適切な誘導を促進させ、持続可能な都市経営を実現させるものです。 

 

図５－７ 誘導区域等のイメージ図（再掲） 

 

出典：改正都市再生特別措置法等について（平成 27 年、国土交通省都市局都市計画課） 

 

（２）誘導施設設定の考え方 

本市では、表５－１に記載した生活利便施設のうち、広域からの利用が見込まれる施設（表

５－２）を誘導施設設定の検討対象とし、都市機能誘導区域ごとに誘導施設を設定するものと

します。 

誘導施設を設定する際、各区域における広域からの利用が見込まれる施設の分布状況、上位

計画における位置づけ、また、都市機能誘導区域外への移転が望ましくない既存の施設等を考

慮して、次に示す２つのタイプの誘導施設を設定するものとします。 

・誘導タイプ：区域内に立地していない、又は不足しており誘導が必要な施設 

・維持タイプ：既に区域内に立地しており、区域外への移転が望ましくない施設 

 

（参考）都市計画運用指針における誘導施設の考え方 

都市計画運用指針においては、誘導施設について居住者の共同の福祉や利便の向上を図る

という観点から、以下の施設が誘導施設に該当するとされています。 



 

95 

 

・病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施設、小規模多機能型

居宅介護事業所、地域包括支援センターその他の高齢化の中で必要性の高まる施設 

・子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保育所等の子育て支援

施設、小学校等の教育施設 

・集客力があり、まちのにぎわいを生み出す図書館、博物館等の文化施設やスーパーマーケッ

ト等の商業施設 

・行政サービスの窓口機能を有する市役所・支所等の行政施設等 

都市計画運用指針第８版（平成 29 年６月、国土交通省）を基に作成 
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表５－２ 広域からの利用が見込まれる施設の一覧 

機能 施設 概要 

医療 病院 

・総合的な医療サービスを受けることができる施

設 

・病床数 20 床以上 

介護福祉 総合福祉センター 
・高齢者福祉の指導、相談の窓口や活動の拠点と

なる施設 

子育て支援 子育て総合支援センター 
・市民を対象とした児童福祉に関する指導、相談

の窓口や活動の拠点となる施設 

教育・文化 

図書館（本館） 
・市民を対象とした教育文化・スポーツ等のサー

ビスの拠点となる施設 
文化・スポーツ施設 

商業 大規模商業施設 
・時間消費型のショッピングニーズなど、様々な

ニーズに対応した買い物、食事を提供する施設 

行政 市役所（本庁舎） ・中枢的な行政施設 

金融 銀行・信用金庫 ・決済や融資などの金融機能を提供する施設 

立地適正化計画作成の手引き（平成 29 年４月、国土交通省）、健康・医療・福祉のまちづくり推進ガイド

ライン（平成 26 年８月、国土交通省）を基に作成 

 

 

４ 誘導施設の設定 
 

（１）都市機能誘導区域内の施設立地特性 

都市機能誘導区域内における広域からの利用が見込まれる施設の立地状況は、表５－３「都

市機能誘導区域内における施設の立地状況」に示すとおりであり、「第５章 都市機能誘導区域

及び誘導施設」で設定した都市機能誘導区域ごとに次のような立地特性があります。（施設の配

置状況は図５－６都市機能誘導区域図を参照） 

１）北戸田駅周辺地区 

本地区には、市内で最も高い集客力を有する大規模な商業施設が立地しています。また、

大規模な事業所も立地しています。 

さらに、土地区画整理事業による都市基盤整備が進行中であり、それに伴う宅地開発等も

進んでいることから、今後の人口増加による医療・福祉機能等に対する需要の増加が見込ま

れています。 

２）戸田駅周辺地区 

本地区には、市役所、文化会館、図書館、スポーツセンター等の公共施設が集積してお

り、今後も機能の維持を図っていくことが求められる地区でもあります。 

さらに、土地区画整理事業による都市基盤整備が進行中であり、それに伴う宅地開発等も

進んでいることから、今後の人口増加による医療・福祉機能等に対する需要の増加が見込ま

れています。 
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３）戸田公園駅周辺地区 

本地区は、快速電車が停車する交通拠点である戸田公園駅を中心に、地区の近傍には県営

戸田公園が立地する水と緑が生み出す良好な都市環境を有しています。 

また、病床数 200 床以上の総合病院をはじめとした医療機能、児童センターによる子育て

支援機能が充実しています。 

一方、将来人口推計によると、戸田公園駅の東側を中心に、高齢化が急速に進展すること

が予測されており、医療・福祉機能に対する需要の増加が見込まれています。 

 

表５－３ 各都市機能誘導区域内における施設の立地状況 

（ ○：立地あり、×：立地なし ） 

 北戸田駅周辺地区 戸田駅周辺地区 戸田公園駅周辺地区 

病院※ × × 
○ 

病床数 200 床以上 

総合福祉センター × 
○ 

健康福祉の杜 
× 

子育て総合支援センター × 
市役所、福祉保健センター

等に機能有 
こどもの国等に機能有 

図書館（本館） × ○ × 

文化・スポーツ施設 × 
○ 

文化会館、郷土博物館、 

スポーツセンター 
× 

大規模商業施設※ 

○ 

店舗面積 10,000 ㎡以

上 

○ 

店舗面積 3,000 ㎡以上 

○ 

店舗面積 3,000 ㎡以上 

市役所（本庁舎） × ○ × 

銀行・信用金庫 ○ × ○ 

※：施設規模の根拠 

 ・病院 病床数 200 床以上         ：医療法における「地域医療支援病院」相当 
 ・大規模商業施設 店舗面積 10,000 ㎡以上：大規模集客施設の立地を可能とする都市計画の決定及び変更

に係る広域調整要綱（案）（埼玉県）における「大規模集客施

設」相当 

           店舗面積 3,000 ㎡以上：旧大規模小売店舗法における「第一種大規模小売店舗」相当 

 

（２）市民意向調査の結果 

市内居住者 2,000 名を対象に 2017 年５月に実施した「立地適正化計画策定に係る市民意向調

査」において、住まいの周辺（都市機能誘導区域が含まれる都会的で洗練されたゾーン）に必

要な施設についての回答は、図５－６のとおりとなりました。回答数が多かった施設は、「銀

行・郵便局」「公園・広場」「診療時間の長い身近な医療施設」「日常的に利用する商業施設」

「大規模商業施設」となりました。 
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図５－８ 意向調査における「住まいの周辺に必要な施設」 

 

 

（３）誘導施設の設定 

（１）、（２）を踏まえ、各都市機能誘導区域における誘導施設を表５－４のとおり設定しま

す。 

 

表５－４ 各都市機能誘導区域における誘導施設の整理 

（ ○：誘導タイプ、●維持タイプ ） 

北戸田駅周辺地区 戸田駅周辺地区 戸田公園駅周辺地区 

○病院 

・総合的な医療サービスを

受けることができる病床

数 20床以上の施設 

●銀行・信用金庫 

・窓口機能を有する店舗 

（ATM 機能のみの施設は除

く） 

●商業施設 

・店舗面積 10,000 ㎡以上の

施設 

 

○病院 

・総合的な医療サービスを

受けることができる病床

数 20床以上の施設 

○銀行・信用金庫 

・窓口機能を有する店舗 

（ATM 機能のみの施設は除

く） 

●商業施設 

・店舗面積 3,000 ㎡以上の

施設 

●市役所（本庁舎） 

●文化会館 

●図書館（本館）・郷土博物館 

●スポーツセンター 

●健康福祉の杜 

●銀行・信用金庫 

・窓口機能を有する店舗 

（ATM 機能のみの施設は除

く） 

●商業施設 

・店舗面積 3,000 ㎡以上の

施設 

●病院 

・総合的な医療サービスを

受けることができる病床

数 200 床以上の施設 
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1．保育園・幼稚園・学童保育室・・・・・・・・・・・・

2．子育て支援施設（一時預かり、地域子育て支援拠点等）

3．診療時間の長い身近な医療施設（小児科等）・・・・・

4．学習塾・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

5．図書館・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

6．営業時間の長い商業施設（スーパー等）・・・・・・・

7．日常的に利用する商業施設（スーパー、コンビニ等）・

8．大規模な商業施設（ショッピングモール等）・・・・・

9．銀行・郵便局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

10．地域交流施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・

11．行政窓口・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

12．公園・広場・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

13．バス停・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

14．その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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５ 届出制度 
 

（１）届出制度の目的 

本計画における誘導施設に関する届出制度は、都市機能誘導区域外における誘導施設の整備

の情報を把握することを目的とした制度であり、都市再生特別措置法第 108 条第１項に位置づ

けられています。 

この届出制度に関する内容は、宅地建物等の取引における重要事項説明の対象となります。 

 

（２）届出の対象となる行為 

誘導施設について、都市機能誘導区域外で次に示す行為を行う場合には、原則として届出が

必要となります。 

また、都市機能誘導区域内にあっても、他の都市機能誘導区域にのみ位置づけられている誘

導施設について上記の行為を行う場合は、原則として届出が必要となります。 

【開発行為】 

①誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

【建築等行為】 

①誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

③建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とみなす場合 

 

図５－９ 届出の対象となる例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例）都市機能誘導区域Ａにおける誘導施設を「商業施設」、 

  都市機能誘導区域Ｂにおける誘導施設を「商業施設」「病院」とした場合 
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（３）届出の時期 

開発行為、建築等行為に着手する 30 日前までに行う必要があります。 

 

（４）届出への対応 

届出を受けた場合、届出者に対して次のような調整等を行います。 

・都市機能誘導区域内への立地に関する施策の情報提供 

・当該開発行為等により支障が生じると判断した場合の、都市機能誘導区域内の未利用地

等活用に向けた調整 

これらの調整等が不調に終わった場合には、届出者に対して、都市機能誘導区域内への立地

等を勧告し、さらに必要がある場合は、都市機能誘導区域内の公有地提供、土地取得のあっせ

ん等を行います。 

 

（５）届出の適用除外 

届出の対象行為のうち、適用除外となる開発行為、建築等行為については、条例において定

めるものとし、例として「同一の土地における建替え等の一定の行為」が考えられます。 

 

 

６ 居住誘導区域・都市機能誘導区域重ね図 
 

本計画における居住誘導区域及び都市機能誘導区域を重ねた図を図５－10に示します。。 

 



 

101 

 

図５－10 居住誘導区域・都市機能誘導区域重ね図 
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第６章 誘導施策 

 

「第３章 課題解決のための施策・誘導方針」で設定した施策・誘導方針に基づき、誘導施策

を設定します。 

まちづくりの方針①に対応する誘導施策としては、都市機能誘導区域における都市機能誘導を

はじめとする拠点の形成に向けた施策を位置づけます。まちづくりの方針②に対しては、主に居

住誘導区域における住環境向上に向けた施策を位置づけますが、居住誘導区域外にも適用する施

策を含みます。まちづくりの方針③に対しては、都市機能誘導区域間又は都市機能誘導区域と居

住誘導区域、居住誘導区域外を結び、本市全体の移動性向上を図っていく施策を位置づけます。 

また、誘導施策の設定にあたっては、「戸田市第４次総合振興計画 後期基本計画」「第２次戸

田市都市マスタープラン」「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」「戸田市土地利用調整方

針」等の上位・関連計画における施策を基本としつつ、本計画において検討する新たな施策につ

いても設定します。 

 

まちづくりの方針① 
拠点ごとに特色ある活力とにぎわいの創出 

～人々が集い、市全体の魅力向上につながるまちづくり～ 

 

施策・誘導方針① 

中心拠点としての利便性を高め、にぎわい、交流が生まれる施設の誘導 

・市民の利便性を高めるために、中心拠点ごとの役割や機能を適切に定めた上で、各中心拠点

に広域を対象とする商業、医療・福祉、健康、文化、行政施設等を適切に誘導する。 

・中心拠点形成に向けて、必要に応じて土地利用を誘導する。 

《誘導施策》 

○駅前における土地区画整理事業・市街地再開発事業等の推進 

○誘導施設の立地に係る土地取引前等における事前届出制度の導入 

○国等による支援の活用 

－誘導施設の整備に対する補助金等 

 

施策・誘導方針② 

既存ストック、公有地等の有効活用 

・官民連携による中心拠点の整備、都市機能の誘導に向けて、空き店舗等の既存ストックや公

有地を有効に活用する。 

《誘導施策》 

○誘導施設の立地に関する公有地の有効活用 

○空き店舗等の利活用の推進 

－生活利便施設の整備への支援等 
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施策・誘導方針③ 

魅力ある中心拠点形成に向けた景観づくりの推進 

・施設等の整備、誘導等と併せて、戸田市の顔としての空間づくり、景観づくりを推進する。 

《誘導施策》 

○景観づくり推進地区の指定等による景観づくりの推進 

 

 

まちづくりの方針② 
それぞれの地域の特徴をいかした都市環境の向上 

～誰もが多様な暮らし・活動を実現できる環境づくり～ 

 

施策・誘導方針① 

住み続けたいと思える住環境の整備 

・ゾーンごとのライフスタイル等に適した住宅を誘導する。 

・空き家の利活用に向けたマッチング等の仕組みを構築する。 

・市内の自然環境、公園等とのネットワークを形成する。 

・住環境整備のために、必要に応じて土地利用を誘導する。 

《誘導施策》 

○官民連携による移住・住みかえの支援 

 －ライフスタイルやライフステージに応じた暮らし方に関する情報発信等 

○空き家の利活用の推進 

－空き家バンク制度の運用、空き家のリノベーションへの支援等 

○二世帯・三世帯居住、近接居住への支援 

○水と緑のネットワーク形成プロジェクトの推進 

○公園の整備・再整備の推進 

○河川・下水道の整備の推進 

○用途地域等の見直し 

 

施策・誘導方針② 

地域包括ケアシステムの構築の実現に向けた生活を支える施設やサービスの維持・充実 

・医療・福祉等の生活支援施設やサービスを維持するとともに充実を図る。 

《誘導施策》 

○地域包括支援センターにおける相談機能の充実 

○認知症グループホームにおけるサービスの充実 

○ＮＰＯ、ボランティア、元気な高齢者を活用した地域の実情に合った介護予防・日常生活

への支援 
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施策・誘導方針③ 

子育てしやすい環境の整備 

・子育てしやすい環境の充実に向けて、既存の子育て支援サービス、地域の共助の仕組みづく

りなど、継続的な支援を強化する。 

《誘導施策》 

○地域子育て支援拠点の充実 

○保育所の拡充と質の向上 

○幼稚園の一時預かりの拡充 

○学童保育室の拡充と質の向上 

 

施策・誘導方針④ 

工業の保全と適切な住工共生の推進 

・市の存立基盤である工業の保全に向けた事業所の誘導・需給マッチングを進めるとともに、

住環境との調和に向けた取組を進める。 

《誘導施策》 

○企業立地マッチング促進事業の推進  

 －企業のニーズに合った事業用物件情報の提供等 

○新技術・新製品の開発支援 

○工業見える化事業の推進 

 －工業に対する市民理解の醸成等 

○地区計画、特別用途地区等の検討 

 

 

まちづくりの方針③ 
多様な交通手段による移動性の向上 

～生活の質の向上を支える交通環境づくり～ 

 

施策・誘導方針① 

公共交通が利用しやすい環境の整備 

・公共交通等による移動性を高めるため、交通拠点における鉄道、バス、自転車等乗り継ぎ機

能等を強化し、市内全域で公共交通が利用しやすい環境を整備する。 

《誘導施策》 

○鉄道やバスの結節機能の強化 

 －駅前交通広場の整備等 

○市民生活の状況や生活利便性を勘案した toco バス路線の適宜見直し 
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施策・誘導方針② 

徒歩・自転車で行動したくなる快適な移動空間の整備 

・徒歩や自転車での移動や外出を促進する環境づくりに向けて、歩行者・自転車が分離される

など安全で快適な移動空間を整備する。 

・公園や広場、交流施設など、外出のきっかけとなる施設を回遊できる歩行者・自転車のネッ

トワークを形成する。 

《誘導施策》 

○都市計画道路の整備の推進  

○歩行者・自転車ネットワーク整備の推進 

○生活道路の適切な維持管理の推進  

○電線地中化の推進 

 

施策・誘導方針③ 

公共交通の利用促進に向けたモビリティマネジメントの推進 

・利用者を増加させるため、公共交通に対する市民の関心・理解を高めるなどのモビリティマ

ネジメントを進める。 

《誘導施策》 

○公共交通の利用促進に向けた普及・啓発 

 



 

106 

 

 

第７章 計画目標値及び評価方法の設定 
 

１ 計画目標値の設定 

「第２章 まちづくりの目標及び方針並びに目指すべき都市の骨格構造」で示した本市におけるまち

づくりの目標「都市環境と自然環境が調和した生活の質を高めるまちづくり」を目指し、この目標の実

現に向けて、計画目標値を設定します。 

計画目標値は、都市活動の主体である市民の目線から、本計画における目指すべき将来像の実現度合

いを見定めることに主眼を置くこととし、市民の意識に基づいた指標を設定します。 

また、計画目標値となる市民の意識について評価、分析を行うために、計画目標値を補完する指標と

して客観的な定量的指標も設定します。 

 

① 中心拠点の形成に関する計画目標値 

鉄道３駅を中心とした都市機能誘導区域における誘導施策の実施により、各種生活利便施設の立地が

促進され、行政、商業、医療・福祉施設等の都市機能が集積した拠点としての利便性が高まることにな

ります。これにより、都市機能誘導区域を訪れる人が増加し、各都市機能誘導区域において、これまで

以上のにぎわいの創出が期待されます。 

そこで、中心拠点の形成に関する計画目標値を次のとおり設定します。 

計画目標値１ 駅周辺ににぎわいや魅力があると思う市民の割合 

現況値 調査未実施 
2018年度 

【2018年度調査実施に向け調整中】 

目標値 
現況値＋５％ 2028年度【中間時点】 

現況値＋10％ 2038年度【最終目標時点】 

計画目標値を

補完する指標 

・都市機能誘導区域における地価に関する指標 

・都市機能誘導区域における人口に関する指標 

 

② 市全域における住環境等の向上に関する計画目標値 

市全域において様々な施策を実施することにより、各ゾーンにおいて子育て世代やシニア世代をはじ

めとした、誰もがそれぞれのライフスタイルやライフステージに応じた希望する暮らしを送り続けるこ

とや、操業しやすい環境の向上が可能となります。以上により、各ゾーンにおいて希望する暮らし、営

みが行われることにより、地域コミュニティの持続・強化や地域の魅力の向上につながり、定住や持続

的な操業への意識が増進することが期待されます。 

そこで、市全域における住環境等の向上に関する計画目標値を次のとおり設定します。 

計画目標値２ 住み続けたいと思う市民の割合 

現況値 調査未実施 
2018年度 

【2014年度調査結果は76.2%】 

目標値 
現況値＋２％ 2028年度【中間時点】 

現況値＋４％ 2038年度【最終目標時点】 

計画目標値を

補完する指標 

・居住誘導区域における人口に関する指標 

 

 


